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研究要旨 

【目的】離島医療について、離島振興対策等を踏まえたオンラインシステムの導入、また現場の医師

や住民の声を交えて概観することを目的にした。以下のテーマで研究した：（1）離島におけるへき地

診療所とへき地医療拠点病院の医療体制と診療に関する全国調査 （2）離島医療におけるオンライン

診療に関する検討 （3）離島歯科医療提供体制に関する全国調査 （4）離島住民の医療への受け止

めに関する研究 （5）離島における本土医療機関へのアクセシビリティ評価に向けた基礎的分析。 

 

【方法】（1）全国の離島にあるへき地診療所（224 施設）とへき地医療拠点病院（15 施設）を対象に、

質問紙による郵送法で調査した。調査票では、医療従事者の状況、診療の状況、救急医療、看護業務、

薬剤関連業務、オンライン診療、医師や看護師の研修機会、新型コロナウイルス感染症の影響、離島

医療の捉え方等について問うた。（2）離島の医療機関（23施設）を対象に、本土等の後方医療機関に

属する専門医とオンライン診療をした場合に有用性を示すと考えられる疾病について調査した。（3）

全国の離島の歯科医療機関（297 施設；民間施設を含む）を対象に、質問紙による郵送法で調査した。

質問票では、歯科診療所に関すること、歯科診療状況、施設基準、情報通信技術（ICT）を用いた取り

組み実績、病診連携に関すること、および歯科診療の課題についての項目を問うた。（4）全国の 7つ

の離島において、住民を対象に質問票による調査を行った（総配布数 3790 枚）。調査票では、属性、

受診時に困った経験、オンライン診療を含む遠隔医療の必要性、島の診療に対する満足度、希望する

医療体制について問うた。（5）東京、中国・四国、九州、沖縄地域において、地理的条件を同一条件

で計測し、アクセシビリティについて推測した。人口、面積、医療機関（病院、診療所）の有無等の

基本情報を得て、地理情報システムを用いて本土あるいは最近隣病院までの離島端部からの直線距離

を計測（近接情報計算）した。 

 

【結果】（1）1）へき地診療所の主結果：100 施設から回答を得た（回答率 44.6％）。１施設あたりの

常勤医師数は１人（中央値）、常勤の看護師数は２人（中央値）であった。71施設（有効回答数=95、

74.7％）が医師の人材確保策を講じており、最も多かったのはへき地医療拠点病院からの派遣であっ

た。51施設（有効回答数=93、54.8％）が看護師の人材確保策を講じており、最も多かったのは自施設

による人材募集であった。30施設（有効回答数=89、33.7％）が過去５年間に代診医を要請した。救急

医療の円滑さを問うたところ、円滑またはどちらかというと円滑であると回答したのは合わせて 70 施

設（有効回答数=77、90.9％）であった。オンライン診療を利活用していたのは 23 施設（有効回答数

=96、24.0％）で、そのすべての診療所はオンライン診療によって患者満足度が上がったと回答した。

離島でオンライン診療が有用またはどちらかというと有用であるとの回答は 76 施設にみられた。薬

剤の配送や検体の検査でのドローンの活用について使用したいとの回答が、それぞれ 36施設（有効回

答数=96、37.5％）と、34施設（有効回答数=96、35.4％）にみられた。目指す医療として最も多かっ

た回答は診療に対する島民の満足度の向上で、次いで長く勤務する医師の確保であった。離島医療の

魅力についての自由記載では、患者との近接性、診療技術の修得、プロフェッショナリズムの涵養が

代表的であった。2）へき地医療拠点病院の主結果：６施設から回答を得た（回答率 40.0％）。１施設

あたりの常勤医師は 20 人（中央値）、常勤の看護師は 102 人（中央値）であった。すべての施設が医

師の人材確保策を講じており、最も多かったのは大学医局からの派遣であった。看護師については、

５施設（83.3％）がその策を講じており、最も多かったのは自施設による人材募集であった。すべて

の施設が診療応援を受けていた。救急医療の円滑さについて、円滑またはどちらかというと円滑であ

ると回答したのは合わせて４施設（有効回答数=４、100％）であった。オンライン診療の利活用の有
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無に関わらず、すべての施設が離島でのオンライン診療は有用、またはどちらかというと有用と回答

した。オンライン診療の導入を３施設が予定していた。薬剤の配送や検体の検査でのドローンの活用

について使用したいとの回答が、それぞれ２施設（33.3％）と１施設（16.7％）でみられた。目指す

医療で最も多かった回答は長く勤務する医師の確保で、島民の満足度の向上が続いた。離島医療の魅

力では、患者との近しい関係性、医療連携のしやすさが代表的であった。（2）23 施設（23人の医師）

から回答を得た。専門医とのオンライン診療が有用とする回答が多かった疾病カテゴリーは、「精神

系・心身医学的疾患」、「神経系疾患」、「内分泌・栄養・代謝系疾患」の順であった。その詳細は、「精

神系・心身医学的疾患」では、うつ病、躁うつ病、身体症状症、「神経系疾患」では、Parkinson 病、

神経難病、「内分泌・栄養・代謝系疾患」では、持続皮下グルコース測定、持続皮下インスリン注入療

法が多く挙げられた。（3）146 施設から回答を得た（回答率 49.2％）。歯科診療所の開設者は、「個人」

が最多（79施設、47.2％）であった。院長の平均年齢は 58.1 歳であった。「新型コロナウイルス感染

症拡大に対しての電話や通信機器を用いた診療」、および「オンラインによる病院歯科や専門医へのコ

ンサルテーション」は、それぞれ４施設と少なかった。継続的な離島歯科診療を可能とする取り組み

としては、「離島勤務できる歯科衛生士の人材育成と確保」「離島勤務ができる歯科医師の人材育成と

確保」等が挙げられた。（4）質問票の回収率は 15.8％であった。受診時の困った経験は 59.0％にみ

られた。その内訳では、救急受診に関することが最多（51.0％）であった。オンライン診療を含む遠

隔医療が必要であるとする回答は 79.2％にみられた。また、2.5％が、実際にオンライン診療を受け

ていた。島の診療に対しては、満足またはどちらかといえば満足とする回答 53.4％にみられた。希望

する医療体制では、救急搬送の充実が最多（54.5％）であった。この他に、看取りの体制や医療を身

近に感じられる環境への希望もみられた。（5）各離島の医療機関と本土との距離との関係を定量的に

示したところ、人口が多く、本土までの距離が短い離島に、病院は存在し、人口が非常に少なく、本

土までの距離が短い離島には、病院も診療所もないことが見て取れた。診療所は人口が少ないところ

に存在するが、本土までの距離に関しては、非常に離れている所にもあることが見て取れた。 

 

【結語】（1）全国の離島にあるへき地診療所とへき地医療拠点病院における医療従事者の確保、診療

の応援、救急医療の体制は依然として充実の求められる案件である。オンライン診療やドローンの利

活用への期待は大きい。オンライン研修の発達も期待される。離島医療に従事する医師からは住民の

満足度を向上させることや医師の定着を目指す認識がうかがわれ、また離島医療には住民との関係性、

診療の醍醐味、医療従事者としての成長といった魅力があるという声が寄せられた。（2）専門医との

オンライン診療で有用性を示す疾病リストが得られた。これを基に、疾病ごとの適応の有無を吟味し

ながら同診療の活用を具体的に進め得る。（3）全国の離島歯科診療所（民間施設を含む）の取り組み、お

よび診療の現状が明らかになった。院長一人の運営でその高齢化もうかがわれた。コロナ感染症拡大を機に

展開が期待されたオンライン診療の実績は小さかった。離島歯科診療における課題は、歯科衛生士、および

歯科医師の人材育成と確保があげられた。（4）住民にとって島内の医療機関は定期的な通院先として、また、

健康問題発生時への対応先として重要であることがあらためてうかがえた。離島医療の満足度を踏まえて、医

療の一層の充実は求められる。特に、救急医療は住民の関心事であり、救急医療体制の対策はなお検討を

要する。オンライン診療を含めた遠隔医療の発達もまた期待される。同時に、看取り体制のような終末期医療

のニーズもみられている。これらの結果は、住民の声を交えた離島医療づくりの資料として活用し得る。（5）

アクセシビリティを評価するために、離島の医療機関と本土との距離等の関係性を観察した。航路や

天候による欠航、本土との医療連携変数を使用して、現実に近しい評価法の改良が求められる。 

調査に関しては回収率が必ずしも高くない点や、離島ごとの個別性を考慮する必要性には留意を要

する。しかし、全体として、離島医療の構築に係る重要な知見を得た。 
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Ａ．研究目的 

 離島は本土（一般に、北海道、本州、四国、九州、

沖縄本土の５島を本土ということが多いとされる）との

遠隔性を有し、医療の実績を蓄えてきている。その課

題に対しても現地の工夫や行政的支援、また離島振

興対策による整備等によって経時的に取り組みが進

められてきた。こうした中、今回、離島医療に関して（1）

～（5）のテーマを掲げて研究することにした。 

（1）離島におけるへき地診療所とへき地医療拠

点病院の医療体制と診療に関する全国調査：全国の

離島におけるへき地診療所とへき地医療拠点病院

の医療体制と診療に関する実態を踏まえることは

医療の充実に欠かせない。離島医療像について、そ

の魅力やオンラインシステムのような新たな動向を含

めて問うことにした。（2）離島医療におけるオンライ

ン診療に関する検討：離島医療においてオンライン

診療の有用性が示唆されつつある。離島医療に従事

する医師が、どのような疾病でオンライン診療が有

用性を発揮すると考えているのかについて明らか

にすることにした。（3）離島歯科医療提供体制に

関する全国調査:医科歯科連携は重要視されている。

全国の離島歯科診療所における歯科診療の実態に

ついて、情報通信技術（ICT）の利活用を含めて明

らかにすることにした。（4）離島住民の医療への

受け止めに関する研究：離島医療への住民参加は必

須である。住民の医療に対する受け止め方を調査し、

住民からみた課題を検討することにした。（5）離

島における本土医療機関へのアクセシビリティ評

価に向けた基礎的分析：離島医療では本土との医療

アクセスや医療連携が求められる。このアクセシビ

リティ評価の方法を思案することにした。 

 

Ｂ．研究方法 

（1）離島におけるへき地診療所とへき地医療拠点病

院の医療体制と診療に関する全国調査 

全国の離島にあるへき地診療所（224施設）とへ

き地医療拠点病院（15施設）を対象に、質問紙によ

る郵送法で調査した。調査期間は 2022 年 12 月２

日から2023年１月31日までとした。調査票では、

医療従事者の状況、診療の状況、救急医療、看護業

務、薬剤関連業務、オンライン診療、医師や看護師

の研修機会、新型コロナウイルス感染症の影響、離

島医療の捉え方等について問うた。 

 

（2）離島医療におけるオンライン診療に関する検討 

離島の医療機関（23施設）を対象に、離島でのオ

ンライン診療に関する調査票を配布した。調査期間

は2023年２月１日から2023年２月28日までとし

た。常勤医を対象に、本土等の後方医療機関に属す

る専門医とオンライン診療をした場合に有用性を

示すと考えられる疾病について調査した。 

 

（3）離島歯科医療提供体制に関する全国調査 

離島の歯科医療機関（297施設；民間施設を含む）

を対象に、質問紙による郵送法で調査した。調査期

間は 2022 年 12 月２日から 2023 年１月 13 日まで

とした。調査票では、歯科診療所に関すること、歯

科診療状況、施設基準、ICTを用いた取り組み実績、
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病診連携に関すること、および歯科診療の課題につ

いて問うた。 

 

（4）離島住民の医療への受け止めに関する研究 

全国の7つの離島において、住民を対象に質問票

による調査を行った。2023 年２月～３月を調査期

間とし、調査票を配布（総配布数3790 枚）した。 

調査では、属性（性別、年代、居住年数、医療機関

の受診状況）、受診時に困った経験、オンライン診

療を含む遠隔医療の必要性、島の診療に対する満足

度、希望する医療体制について問うた。すべての質

問に回答した者を分析対象にした。また、対象者を

年齢で70歳未満と70歳以上に分けて比較した。 

 

（5）離島における本土医療機関へのアクセシビリテ

ィ評価に向けた基礎的分析 

東京、中国・四国、九州、沖縄地域を対象に、離

島の地理的条件を同一条件で計測し、アクセシビリ

ティを推測する基礎的分析方法を適用した。本土と

道路で繋がっておらず、人口が１人以上いる島で、

島が含まれる地理情報システム上の500mメッシュ

以内に本土が含まれていないという条件を満たす

島を離島と定義し、人口、面積、医療機関（病院、

診療所）の有無等の基本情報を得て、本土あるいは

最近隣病院までの離島端部からの直線距離を計測

（近接情報計算）した。 

 

（倫理面への配慮） 

それぞれの研究において、倫理審査委員会での承

認、あるいは倫理的配慮をもって実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

（1）離島におけるへき地診療所とへき地医療拠点病

院の医療体制と診療に関する全国調査 

へき地診療所の主結果 

100施設から回答を得た（回答率44.6％）。１施

設あたりの常勤医師数は１人（中央値）、常勤の看

護師数２人（中央値）であった。63施設 (有効回

答数=97、64.9％)が常勤医師を有し、78施設 (有

効回答数=90、86.7％)が常勤看護師を有した。５施

設（有効回答数=25、20.0％）で島内出身の常勤医

師が勤務し、42施設（有効回答数=90、46.7％）で

島内出身の看護師が勤務した。 

71施設（有効回答数=95、74.7％）が医師の人材

確保策を講じており、最も多かったのはへき地医療

拠点病院からの派遣であった。51 施設（有効回答

数=93、54.8％）が看護師の人材確保策を講じてお

り、最も多かったのは自施設による人材募集であっ

た。 

診療応援を受けているのは25施設（有効回答数

=95、26.3％）であった。30施設（有効回答数=89、

33.7％）が過去５年間に代診医を要請した。救急搬

送を 24 時間で対応していたのは 36 施設（有効回

答数=57、63.2％）であった。救急医療の円滑さを

問うたところ、円滑またはどちらかというと円滑で

あると回答したのは合わせて70施設（有効回答数

=77、90.9％）であった。 

医師不在時の看護師の対応では、医師への患者の

容態に関する報告（71％）が最も多く、応急処置が

続いた。特定行為に関わる看護師は１施設（有効回

答数=96、1.0％）に在籍していた。薬剤関連業務に

おいて、必要な薬品がない経験を有したのは48施

設（有効回答数=96、50.0％）であった。オンライ

ン服薬指導の実施は７施設（有効回答数=97、7.2％）

にとどまった。 

オンライン診療を利活用していたのは 23 施設

（有効回答数=96、24.0％）で、そのすべての診療

所はオンライン診療によって患者満足度が上がっ

たと回答した。離島でオンライン診療が有用または

どちらかというと有用であるとの回答は 76 施設

（有効回答数=98、77.6％）にみられた。 

29施設（有効回答数=92、31.5％）が医師の研修

日を設けており、６施設（回答数=29、20.7％）が

オンライン研修を利活用していた。看護師では 18

施設（有効回答数=95、18.9％）が研修日を設けて

おり、12施設（有効回答数=14、85.7％）がオンラ

イン研修を利活用していた。 

薬剤の配送や検体の検査でのドローンの活用に

ついて使用したいとの回答が、それぞれ36施設（有

効回答数=96、37.5％）と、34施設（有効回答数=96、

35.4％）にみられた。 

目指す医療として最も多かった回答は診療に対

する島民の満足度の向上（有効回答数=87、40.2％）

で、長く勤務する医師の確保（有効回答数=87、

23.0％）が次いだ。島民が診療に満足しているかど

うかについて、満足またはどちらかというと満足し

ていると回答したのは 77 施設（有効回答数=90、

85.6％）であった。離島医療の魅力についての自由

記載では、患者との近接性、診療技術の修得、プロ

フェッショナリズムの涵養が代表的であった。 
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へき地医療拠点病院の主結果 

６施設から回答を得た（回答率40.0％）。１施設

あたりの常勤医師は20人（中央値）、常勤の看護師

は102人（中央値）であった。島内出身の常勤医師

が勤務する施設は100％で、常勤看護師についても

100％であった。 

すべての施設が医師の人材確保策を講じており、

最も多かったのは大学医局からの派遣であった。看

護師については、５施設（83.3％）がその策を講じ

ており、最も多かったのは自施設による人材募集で

あった。 

４施設（66.7％）が巡回診療を行っており、２施

設（33.3％）が過去５年間で代診医を派遣していた。

すべての施設が診療応援を受けていた。４施設

（66.7％）が救急搬送に24時間対応をしていた。

救急医療の円滑さについて、円滑またはどちらかと

いうと円滑であると回答したのは合わせて４施設

（有効回答数=４、100％）であった。 

医師不在時の看護師の対応では救急搬送時の同

行（100％）が最も多かった。特定行為に関わる看

護師は３施設（50.0％）に在籍し、４施設（66.7％）

で資格の取得支援策を講じていた。薬剤関連業務に

おいて必要な薬品がない経験を有したのは５施設

（83.3％）であった。オンライン服薬指導を実施し

ている病院はなく、１施設（16.7％）が実施を予定

していた。 

オンライン診療を利活用していた病院はなく、３

施設（50％）が導入を予定していた。すべての施設

が離島でのオンライン診療は有用またはどちらか

というと有用と回答した。 

５施設（有効回答数=５、100％）で医師の研修日

を設けており、オンライン研修を利活用していた施

設はなかった。看護師では、５施設（有効回答数=

６、83.3％）で研修日を設けており、３施設（有効

回答数=５、60.0％）がオンライン研修を利活用し

ていた。 

薬剤の配送や検体の検査でのドローンの活用に

ついて使用したいとの回答が、それぞれ２施設

（33.3％）と１施設（16.7％）でみられた。 

目指す医療で最も多かった回答は長く勤務する

医師の確保（50％）で、島民の満足度の向上（33.3％）

が続いた。島民の診療に対する満足度は、２施設（有

効回答数=４、50％）がどちらかというと満足と回

答した。離島医療の魅力についての自由記載では、

患者との近しい関係性、医療連携のしやすさが複数

挙げられた。 

 

（2）離島医療におけるオンライン診療に関する検討 

23施設（23人の医師；４割が総合診療医）から

回答を得た。専門医とのオンライン診療が有用とす

る回答が多かった疾病カテゴリーは、上位から順に、

「精神系・心身医学的疾患」、「神経系疾患」、「内分

泌・栄養・代謝系疾患」であった。疾病カテゴリー

ごとの詳細では、「精神系・心身医学的疾患」にお

いては、うつ病、躁うつ病、身体症状症、「神経系

疾患」においては、Parkinson病、神経難病、「内分

泌・栄養・代謝系疾患」においては、持続皮下グル

コース測定、持続皮下インスリン注入療法が多く挙

げられた。なお、最も回答が少なかった疾病カテゴ

リーは「腫瘍」であった。 

 

（3）離島歯科医療提供体制に関する全国調査 

146施設から回答を得た（回答率49.2％）。歯科

診療所の開設者は、「個人」が最多（79施設）であ

った。院長の平均年齢は58.1 歳であり、全国平均

値より高かった。「新型コロナウイルス感染症拡大

に対しての電話や通信機器を用いた診療」、および

「オンラインによる病院歯科や専門医へのコンサ

ルテーション」は、それぞれ４施設と少なかった。

継続的な離島歯科診療が可能となるための取り組

みとしては、「離島勤務できる歯科衛生士の人材育

成と確保」「離島勤務ができる歯科医師の人材育成

と確保」等があげられた。 

 

（4）離島住民の医療への受け止めに関する研究  

質問票の回収率は 15.8％であった。分析対象者

は442人（回答率11.7％、男性47.5％、70歳以上

38.0％、島内受診者42.3％/島外受診者31.2％）で

あった。受診時の困った経験は59.0％にみられた。

その内訳では、救急受診に関することが最多

（51.0％）であった。オンライン診療を含む遠隔医

療が必要であるとする回答は 79.2％にみられた。

また、2.5％が、実際にオンライン診療を受けてい

ると回答した。島の診療に対する満足度については、

満足とする回答は 15.8％で、どちらかといえば満

足とする回答は37.6％で、あわせて53.4％であっ

た。希望する医療体制では、救急搬送の充実が最多

（54.5％）であった。この他に、看取りの体制や医

療を身近に感じられる環境への希望もみられた。 
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対象者の年齢を70歳未満（男性41.2％、島内受

診者30.7％/島外受診者33.2％）と70歳以上（男

性57.7％、島内受診者61.3％/島外受診者28.0％）

に分けると、受診時の困った経験は、70 歳以上群

（49.4％対 65.0％）のほうが低かった。その内訳

については、救急受診に関することが最多（70 歳

以上群；53.7％対49.7％）であったが、年齢の影響

はみられなかった。オンライン診療を含む遠隔医療

を必要とする回答は多く、年齢の影響は大きくなか

った。（70歳以上群；75.0％対81.7％）。診療に対

する満足度では、70歳以上群（61.3％対 48.5％）

のほうが、満足～どちらかといえば満足であるとの

回答が多かった。希望する医療体制では、年齢にか

かわらず救急搬送の充実が最多であったが、これは

70歳以上群のほうで低かった（42.3％対 62.0％）。 

 

（5）離島における本土医療機関へのアクセシビリテ

ィ評価に向けた基礎的分析 

離島の基本情報と地理情報システムによる方法

に従って、各離島の医療機関と本土との距離との関

係を定量的に示すことができた（図1）。人口が多

く、本土までの距離が短い離島に、病院は存在し、

人口が非常に少なく、本土までの距離が短い離島に

は、病院も診療所もないことが見て取れた。診療所

は人口が少ないところに存在するが、本土までの距

離に関しては、非常に離れている所にもあることが

見て取れた。 

 

Ｄ．考察 

（1）離島におけるへき地診療所とへき地医療拠点病

院の医療体制と診療に関する全国調査 

1．へき地診療所 

 多くの施設において少人数の医療従事者で運営

されている様子がうかがえた。診療応援や代診医の

要請は３割前後であることも分かった。人材確保策

は多くの施設で行われていた。医師の確保としては

へき地医療支援機構やへき地医療拠点病院からの

派遣が多く、これは都道府県の医療計画に基づいて

のことと思われた。看護師については自施設で募集

していた。医師の２割、看護師の５割弱が離島出身

であった。なお、最近では複数の離島で複数の医師

が兼務して診療するような形態もみられるように

なっており、医師の確保とともに医療の確保に対す

る人材共存のような工夫も見られつつある。医療従

事者の確保ならびに育成、また、傷病時、ライフイ

ベント発生時、後継者を要する時等の診療体制につ

いては、依然として重要案件である。 

 離島での救急体制はしばしば取りざたされてき

ているが、前年度に島外搬送実績を有する施設は多

く、救急搬送は円滑であると回答した施設が多かっ

た。救急搬送体制は比較的整備されてきていると想

定されるが、個別には離島の立地、重症例や産科領

域の対応、また悪天候等で困窮することもある。心

身の負担感の有無も見逃せず、24 時間の救急対応

の詳細についてはさらに調査を要すると思われ、離

島での救急体制は、依然として検討案件である。 

新型コロナウイルス感染症で経験した診療への

影響を踏まえて、業務継続計画の作成支援が求めら

れると思われる。看護師の業務（特定行為研修を含

む）や薬剤関連業務については、その役割の大きさ

からさらに検討する必要がある。 

オンライン診療の利活用は約２割の施設にみら

れた。昨今、離島医療ではD to PまたはD to P 

with N の形でのオンライン診療の有用性が報告さ

れるようになっている。オンライン診療を必要であ

ると考える施設は多く、実際に導入してみると受診

者の満足度は上がる、または上がると見込まれると

回答されており、今後の普及が期待される。また、

ドローンの利活用への期待は薬剤や検体の搬送と

もに３割を超えており、関心領域と思われる。これ

らについては行政機関との協議の上での推進が求

められる。 

生涯教育やリスキリングは重要になってきてい

る。天候の不具合で本土に研修に行けないといった

離島特有の経験も少なからずみられた。オンライン

研修が徐々に行われるようになっており、これで部

分的にでも補完することが期待される。 

診療所の多くは、島民が診療に満足していると考

え、さらなる診療の満足度の向上を目指していた。

長く勤務すること、すなわち医師の定着も希望され

図１ 人口と本土までの距離の関係 
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ており、人材確保の点からも重要な声と考えられる。

離島医療の魅力では、患者との関係性、総合的な診

療の修得、プロフェッショナリズムの涵養が挙げら

れた。離島は医療従事者の教育の場として重要であ

ることはこれまでに指摘されているところである。

また、これは医療従事者やその志願者に積極的に広

報していってよいであろう。 

 

2．へき地医療拠点病院 

 病院の回答から、施設の存立する離島地域をカバ

ーしつつ、島外と診療連携を取って、幅広い疾病に

対応していることがうかがえた。人材確保策は多く

の施設で講じられており、医師は大学からの派遣に

依ることやすべての施設で島内出身の医師と看護

師が勤務していることも分かった。へき地診療所と

同様に、医療従事者の確保は重要案件である。 

へき地医療拠点病院は、都道府県のへき地医療計

画の事業を担っている。無医地区等への巡回診療の

実施率は約７割、代診医派遣は約３割にみられ、へ

き地診療所への医師派遣も実施されていた。へき地

診療所との協働で離島医療体制を図っていく方策

については、さらに知恵を絞っていかねばならない。 

 島外への救急搬送は、半数以上の病院で24時間

対応されていた。また、救急搬送は円滑に行われて

いると回答された。へき地診療所と同様に、個別詳

細についての情報収集も必要である。 

新型コロナウイルス感染症の影響はすべての病

院でみられており、へき地診療所と同様に、事業継

続計画の策定支援が必要であると思われた。看護師

の役割として、救急搬送時の役割が上位に挙げられ

たのは特徴的と思われた。また、薬剤関連業務とし

て、１施設がオンライン服薬指導を取り入れている

ことも分かった。これらは、へき地診療所と同様に

検討事項である。 

 オンライン診療に関して複数が導入予定であっ

た。オンライン診療を有用であると考えている施設

が多かったことから、今後の普及が期待される。ま

た、ドローンの使用についても関心が持たれていた。 

 医師や看護師への研修の機会は、比較的多く設け

られていた。ただし、悪天候で研修を見合わせた経

験は珍しくないと回答され、そうした点は離島医療

の特有な環境事案として認識しておく必要がある。

なお、看護師についてはオンライン研修の導入がみ

られている。 

 目指す医療では、長く勤務すること、すなわち医

師の定着と住民の満足度の向上が挙げられた。これ

はへき地診療所の回答と同様で、施設にかかわらな

い点で、一貫性のある所見として重要と考えられる。 

離島医療の魅力では、患者との関係性の近さのほか

に、連携によって成立する医療の現実や実感が挙げ

られた。離島医療に関心を促す上で伝えていきたい

メッセージと考える。 

 

（2）離島医療におけるオンライン診療に関する検討 

離島医療で、専門医とのオンライン診療（D to D、

D to P with D）が有用性を発揮する疾病について

は、疾病カテゴリーで、「精神系・心身医学的疾患」、

「神経系疾患」、「内分泌・栄養・代謝系疾患」が

上位であった。これらの診療においては、診断の難

しさ、薬剤選択を含めた治療経験の必要性、診療の

専門性の高さが背景にあると思われた。また、罹患

期間が長く、通院が容易でないことや、専門医受診

に対する様々な患者ニーズも関係し得る。 

オンライン診療で専門医と共同診療できる疾病

はまだあるであろう。また、専門医側の要望も取り

入れてネットワークの構築が図れれば、離島医療の

向上にさらに資すると思われる。 

 

（3）離島歯科医療提供体制に関する全国調査 

離島の歯科診療所では、院長一人での運営が多く、

その高齢化が進むと継承問題が顕在化し、歯科医療

サービスを受けることが困難になる島民の増加も

予想された。オンライン診療を可能にする歯科大学

や歯科医師会からの積極的な支援とともに、離島で

のインフラ整備の必要性が示唆された。継続的な離

島歯科診療が可能となるための取り組みとしては、

「離島勤務ができる歯科衛生士の人材育成と確保」

「離島勤務ができる歯科医師の人材育成と確保」等

が挙げられた。仕事の満足度を高める歯科診療活動

の展開、継続勤務を支える待遇改善とキャリア教育

の提供、奨学金を含めた人材確保等の取り組みの検

討が必要と思われた。 

 

（4）離島住民の医療への受け止めに関する研究  

島内の医療機関は、住民の定期的な通院先として、

そして、定期的でなくても健康問題発生時への対応

先として機能している。そうした中で、受診の際に

困った経験として特に救急搬送の体制については

重要な関心事であることが示された。70 歳未満群

で受診時に困った経験や救急搬送の充実を求める
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回答は多かった。一般的に、若年者は通院するよう

な持病が少なく、急な健康問題発生時に困ることも

あると想像される。人的資源や医療設備などの物的

資源、そして本土との連携体制に鑑みて、救急医療

体制に関して、今後さらに検討していく必要がある。 

 オンライン診療を含めた遠隔医療については、年

齢によらず高い必要性が示された。昨今、専門医と

の共同診療を含めて、離島医療でのオンライン診療

の有用性が報告されつつあり、実際に経験した受診

者からもその有用性が住民に伝達されていること

もあり得る。慢性疾患や救急疾患に対しても、住民

のオンライン診療に対する期待は大きいと考えら

れた。 

 離島医療に対して満足～どちらかといえば満足

との回答は半数超にみられた（島によってその幅が

若干みられる）。これについては、比較になる既報

はなく、明確なことは言えないが、いずれにしても、

医療の充実が一層求められるところである。 

 医療の希望として、看取り体制や医療を身近に感

じられる環境などへのニーズが回答されている点

にも言及したい。例えば、高齢者の救急医療では、

今日、アドバンス・ケア・プランニングの推進や島

での介護を含めた地域包括ケアの構築との関係性

が重要になっている。救急対応を含めて多面的に、

日頃からの準備や行政機関・医療機関と協議を重ね

ることも、一層必要になっていると思われる。 

 

（5）離島における本土医療機関へのアクセシビリテ

ィ評価に向けた基礎的分析 

離島の医療へのアクセシビリティを評価するた

めの地理空間的な基礎的分析を行った。各離島を基

本情報で定量的に示すことができ、離島の病院や診

療所が設置されている状況も見て取れた。 

今後、以下の変数を取り込んで、アクセシビリテ

ィの程度をさらに評価できると思案した：船舶の欠

航率、近隣離島で医療機関設置のある離島との連携、

ドクターヘリ等の空路搬送時の出動不可比率（風速、

視界、降水量、日射時間等）。 

 

Ｅ．結論 

 離島医療像について、離島振興対策等を踏まえた

オンラインシステムの導入や、現場の医師や住民の

声を交えて概観した。調査に関しては回収率が必ず

しも高くない点や、離島ごとの個別性を考慮する必

要性もあり、結果の一般化には留意を要する。しか

し全体としては貴重な所見が得られたと考えられ

る。 

 

（1）離島におけるへき地診療所とへき地医療拠点病

院の医療体制と診療に関する全国調査 

全国の離島にあるへき地診療所とへき地医療拠

点病院における医療体制や診療、医療従事者の確保、

診療の応援、救急医療の体制は、依然として充実の

求められる案件である。オンライン診療やドローン

の利活用への期待は大きい。生涯教育におけるオン

ライン研修の発達も期待される。離島医療に従事す

る医師からは住民の満足度を向上させることや医

師の定着を目指す認識がうかがわれ、また離島医療

には住民との関係性、診療の醍醐味、医療従事者と

しての成長といった魅力があるという声が寄せら

れた。 

 

（2）離島医療におけるオンライン診療に関する検討 

専門医とのオンライン診療で有用性を示す疾病

リストが得られた。疾病ごとの適応の有無を考慮し、

同診療の活用について、今後具体的に進め得る。 

 

（3）離島歯科医療提供体制に関する全国調査 

全国の離島歯科診療所（民間施設を含む）の取り

組み、および診療の現状が明らかになった。院長一

人の運営が主で、その高齢化もうかがわれた。コロ

ナ感染症拡大を機に展開が期待されたオンライン

診療の実績は小さかった。離島歯科診療における課

題は、歯科衛生士、および歯科医師の人材育成と確

保が挙げられた。 

 

（4）離島住民の医療への受け止めに関する研究 

住民にとって島内の医療機関は定期的な通院先

として、また、健康問題発生時への対応先として重

要であることがあらためてうかがえた。離島医療に

満足とする回答は半数超であることに照らして、医

療の一層の充実は求められる。特に、救急医療は住

民の関心事であり、救急医療体制の対策はなお検討

を要する。オンライン診療を含めた遠隔医療の発達

もまた期待される。同時に、看取り体制のような終

末期医療のニーズもみられている。これらの結果は、

住民の声を交えた離島医療づくりの資料として活

用し得る。 

 

（5）離島における本土医療機関へのアクセシビリテ
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ィ評価に向けた基礎的分析 

離島の医療へのアクセシビリティを評価するた

めの地理空間的な分析で。離島の医療機関と本土と

の距離等の関係を観察した。航路や天候による欠航、

本土との医療連携変数を使用して、現実に近しい評

価法の改良が求められる。 
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令和４年度 分担研究報告書 

 

離島におけるへき地診療所とへき地医療拠点病院の医療体制と診療に関する全国調査 

 

 研究分担者 小谷 和彦  自治医科大学地域医療学センター 地域医療学部門 教授 

 研究分担者 前田 隆浩  長崎大学大学院 医歯薬学総合研究科 教授 

 研究分担者 春山 早苗  自治医科大学看護学部 教授 

研究協力者 岡田  基  旭川医科大学救急医学講座 教授 

    研究協力者 小泉 圭吾  鳥羽市立神島診療所 所長 

 研究協力者 寺裏 寛之  自治医科大学地域医療学センター 地域医療学部門 助教 

 

研究要旨 

【目的】本研究は、全国の離島におけるへき地診療所とへき地医療拠点病院の医療体制と診療に関す

る実態を明らかにすることを目的にした。 

【方法】全国の離島にある 224 か所のへき地診療所と 15か所のへき地医療拠点病院宛てに、郵送によ

る質問紙調査を行った（調査期間 2022 年 12 月２日から 2023 年１月 31日）。調査票では、医療従事者

の状況、診療の状況、救急医療、看護業務、薬剤関連業務、オンライン診療、医師や看護師の研修機

会、新型コロナウイルス感染症の影響、離島医療の捉え方等について問うた。 

【結果】へき地診療所：100 施設から回答を得た（回答率 44.6％）。１施設あたりの常勤医師数は１人

（中央値）、常勤の看護師数２人（中央値）であった。63施設 (有効回答数=97、64.9％)が常勤医師を

有し、78施設 (有効回答数=90、86.7％)が常勤看護師を有した。５施設（有効回答数=25、20.0％）で

島内出身の常勤医師が勤務し、42施設（有効回答数=90、46.7％）で島内出身の看護師が勤務した。定

期的に診療応援を受けているのは 25施設（有効回答数=95、26.3％）であった。30施設（有効回答数

=89、33.7％）が過去５年間に代診医を要請した。救急搬送を 24時間で対応していたのは 36施設（有

効回答数=57、63.2％）であった。救急医療の円滑さを問うたところ、円滑またはどちらかというと円

滑であると回答したのは合わせて 70 施設（有効回答数=77、90.9％）であった。医師不在時の看護師

の対応では、医師への患者の容態に関する報告（71％）が最も多く、応急処置が続いた。特定行為に

関わる看護師は１施設（有効回答数=96、1.0％）に在籍していた。薬剤関連業務において、必要な薬

品がない経験を有したのは 48 施設（有効回答数=96、50.0％）であった。オンライン服薬指導の実施

は７施設（有効回答数=97、7.2％）にとどまった。オンライン診療を利活用していたのは 23施設（有

効回答数=96、24.0％）で、そのすべての診療所はオンライン診療によって患者満足度が上がったと回

答した。離島でオンライン診療が有用またはどちらかというと有用であるとの回答は 76施設（有効回

答数=98、77.6％）にみられた。71施設（有効回答数=95、74.7％）が医師の人材確保策を講じており、

最も多かったのはへき地医療拠点病院からの派遣であった。51施設（有効回答数=93、54.8％）が看護

師の人材確保策を講じており、最も多かったのは自施設による人材募集であった。29施設（有効回答

数=92、31.5％）が医師の研修日を設けており、看護師のそれは 18施設（有効回答数=95、18.9％）に

みられた。新型コロナウイルス感染症が診療に影響したと回答したのは 65 施設（有効回答数=98、

66.3％）で、同感染症への事業継続計画を有したのは７施設（有効回答数=94、7.4％）であった。薬

剤の配送や検体の検査でのドローンの活用について使用したいとの回答が、それぞれ、36施設（有効

回答数=96、37.5％）と、34施設（有効回答数=96、35.4％）にみられた。目指す医療として最も多か

った回答は診療に対する島民の満足度の向上（有効回答数=87、40.2％）で、長く勤務する医師の確保

（有効回答数=87、23.0％）が次いだ。島民が診療に満足しているかどうかについて、満足またはどち

らかというと満足していると回答したのは 77 施設（有効回答数=90、85.6％）であった。離島医療の

魅力についての自由記載では、患者との近接性、診療技術の修得、プロフェッショナリズムの涵養が
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代表的であった。 

へき地医療拠点病院：６施設から回答を得た（回答率 40.0％）。１施設あたりの常勤医師は 20人（中

央値）、常勤の看護師は 102 人（中央値）であった。島内出身の常勤医師が勤務する施設は 100％で、

常勤看護師についても 100％であった。全ての施設が定期的に診療応援を受けていた。４施設（66.7％）

が巡回診療を行っており、２施設（33.3％）が過去５年間で代診医を派遣していた。４施設（66.7％）

が救急搬送に 24時間対応をしていた。救急医療の円滑さについて、円滑またはどちらかというと円滑

であると回答したのは合わせて４施設（有効回答数=４、100％）であった。医師不在時の看護師の対

応では救急搬送時の同行（100％）が最も多かった。特定行為に関わる看護師は３施設（50.0％）に在

籍し、４施設（66.7％）で資格の取得支援策を講じていた。薬剤関連業務において必要な薬品がない

経験を有したのは５施設（83.3％）であった。オンライン服薬指導を実施している施設はなく、１施

設（16.7％）が実施を予定していた。オンライン診療を利活用していた施設はなく、３施設（50.0％）

が導入を予定していた。オンライン診療の利活用の有無に関わらず、すべての施設が離島でのオンラ

イン診療は有用、またはどちらかというと有用と回答した。６施設（100％）が医師の人材確保策を講

じており、最も多かったのは大学医局からの派遣であった。看護師については、５施設（83.3％）が

その策を講じており、最も多かったのは自施設による人材募集であった。５施設（有効回答数=５、

100％）で医師の研修日を設けており、看護師のそれは５施設（83.3％）であった。新型コロナウイル

ス感染症は全ての施設で診療に影響した。同感染症の事業継続計画を有したのは２施設（33.3％）で

あった。薬剤の配送や検体の検査でのドローンの活用について使用したいとの回答が、それぞれ２施

設（33.3％）と１施設（16.7％）でみられた。目指す医療で最も多かった回答は長く勤務する医師の

確保（50.0％）で、島民の満足度の向上（33.3％）が続いた。島民の診療に対する満足度は、２施設

（有効回答数=４、50.0％）がどちらかというと満足と回答した。離島医療の魅力についての自由記載

では、患者との近しい関係性、医療連携のしやすさといった記載が代表的であった。 

【結論】全国の離島にあるへき地診療所とへき地医療拠点病院から貴重な知見を得た。医療従事者の

確保、診療の応援体制、救急医療の体制は依然として充実の求められる事案である。オンライン診療

やドローンの利活用への期待は大きい。生涯教育におけるオンライン研修の発達も期待される。離島

医療に従事する医師から住民の満足度を向上させることや医師の定着を目指す認識がうかがわれ、ま

た住民との関係性や診療の醍醐味、医療従事者としての成長といった魅力が離島医療にはあるという

声が寄せられた。 

 

Ａ．研究目的  

 離島は、法律（離島振興法、小笠原諸島振興開発

特別措置法、奄美群島振興開発特別措置法、沖縄振

興特別措置法）によって定められている離島振興法

指定離島、小笠原諸島振興開発特別措置法指定離島、

奄美群島振興開発特別措置法指定離島、沖縄振興特

別措置法指定離島に分類される。さらに、離島は表

1のような区分があり、離島振興法指定離島には表

1 のような種別がある 1)。2019 年４月１日時点で、

全国の離島は 306 で、54 の病院と 526 の診療所を

擁している 1）。 

離島での医療は、本土（一般に、北海道、本州、四

国、九州、沖縄本土の５島を本土ということが多いとさ

れる）との遠隔性を有する中で提供されている。こうし

た中、離島にはへき地診療所が設置されている。これ

は、離島振興法、奄美群島振興開発特別措置法、小

笠原諸島振興開発特別措置法、沖縄振興特別措置

法に規定する島（地域）のほか、医療機関のない離島

のうち、人口が原則として 300 人以上、1,000 人未満

の離島に設置される（厚生労働省）2）。へき地医療拠

点病院は、規定された事業の条件を満たし、都道府

県知事が指定した医療機関であり、へき地診療所と連

携する役割を持つ。 

本研究では、離島医療像について、その魅力を含

めて、また離島振興対策を踏まえたオンラインシステ

ムの利活用を含めて問うことにした。全国の離島にお

けるへき地診療所とへき地医療拠点病院を対象に、

医療体制ならびに診療の実態を明らかにすること

を主目的にした。 
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表1 離島の分類 

区分  

 全域指定市町村 行政区域の全域または大部分が離

島振興法等に基づく指定地域に指

定されている市町村 

 一部指定市町村 行政区域の一部が離島振興法等に

基づく指定地域に指定されている

市町村 

種別  

 内海・本土近接型 

離島 

本土の中心的な都市から航路 2 時

間以内にあり、かつ航路の欠航がほ

とんどないと考えられる離島 

 外海・本土近接型 

離島 

本土の中心的な都市から航路 1 時

間圏内にある内海・本土近接型以外

の離島 

 群島主島型離島 本土の中心的な都市から航路 1 時

間圏外にある群島（人口概ね 5000

人以上の大型島を中心とし、それに

航路 1 時間以内で近接する複数の

島）の中心的な島 

 群島属島型離島 群島主島以外の群島型離島 

 孤立大型離島 上記以外の離島で、かつ人口概ね

5000人以上の孤立離島 

 孤立小型離島 孤立大型以外の孤立離島 

文献1より引用。 

 

Ｂ．研究方法 

 全国の離島にあるへき地診療所（224施設）とへ

き地医療拠点病院（15施設）宛てに、郵送による質

問紙調査を行った。調査期間は、2022年 12月２日

から2023年１月31日までとした。100施設のへき

地診療所から回答を得た（回答率44.6％）。６施設

のへき地医療拠点病院から回答を得た（回答率

40.0％）。 

 質問紙は離島医療の識者と経験者と合同で作成

した。質問紙では医療従事者の状況、診療の状況、

救急医療、看護業務、薬剤関連業務、オンライン診

療、医師または看護師の研修機会、新型コロナウイ

ルス感染症の影響、離島医療の捉え方等について問

うた。なお、結果について、回答の割合は有効回答

数を分母にして算出し表示した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本調査は、自治医科大学倫理審査委員会の承認を

得て行った (臨大22-138)。 

 

 

 

Ｃ．研究結果 

1. 離島にあるへき地診療所 

1.1. 診療所のある離島の属性 

 離島の区分では、50（50.0％）施設が一部指定市

町村にあった（表2）。離島の種別では、離島振興法

指定離島にある施設が最も多かった（82.0％）。 

 

表 2 離島別の診療所の内訳 

区分  

 一部指定市町村 50 (50) 

 全域指定市町村 50 (50) 

種別  

 離島振興法指定離島 82 (82) 

  内海・本土近接型 14 (14) 

  外海・本土近接型 11 (11) 

  群島主島型 22 (22) 

  群島属島型 6 ( 6) 

  孤立大型 10 (10) 

  孤立小型 19 (19) 

 沖縄振興特別措置法指定離島 10 (10) 

 奄美群島振興開発特別措置法指定離島 3 ( 3) 

 小笠原諸島振興開発特別措置法指定離島 2 ( 2) 

 その他の離島 3 ( 3) 

 n (％) 

 

1.2. 医療従事者と施設 

常勤の医師、看護師が勤務するのは、それぞれ63

施設 (64.9％)、78施設 (86.7％)であった（表3）。

１施設あたりの常勤医師１人（中央値）、常勤看護

師２人（中央値）であった。５施設（有効回答数=25、

20.0％）で島内出身者の医師が勤務し、42 施設

（46.7％）で島内出身の看護師が勤務していた。 

 

表3 へき地診療所における医療従事者と施設 

医師   

常勤医師が勤務する施設 63（64.9％） 

非常勤医師のみ勤務する施設 33  

  （常勤と非常勤と両方が勤務する施設    8） 

1施設あたりの常勤医師数、 

中央値（四分位範囲） 

1（1-1） 

常勤医師が島内出身である施設 *1 5  

常勤医師が島内居住である施設 47  

看護師       

常勤看護師が在籍する施設 78（86.7％） 

非常勤看護師のみ勤務する施設 18  

  （常勤と非常勤と両方が勤務する施設   17） 
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1施設あたりの常勤看護師数、 

中央値（四分位範囲） 

2（1-3） 

常勤看護師が島内出身である施設 42  

常勤看護師が島内居住である施設 64  

メディカルスタッフ（常勤、非常勤）が勤務する施設 

理学療法士 5  

作業療法士 1  

診療放射線技師 9  

臨床検査技師 5  

管理栄養士 1  

※有効回答数 医師;97、看護師;90、*1;25   

回答で約 a人とあった場合は a人にした。b～c人との回答

は、平均（[b + c]/2）の値にした。 

 

1.3. 診療の状況 

 １か月あたりの診療日数は20日（中央値）で、

外来患者数は 91 人（中央値）であった。52 施設

（57.8％）が在宅医療を実施しており、巡回診療は

19施設（19.4％）で実施されていた。定期的に診療

応援を受けているのは25施設（26.3％）であった。

応援を受けている診療科で多いのは内科、整形外科、

眼科であった（表4）。 

 

表 4 へき地診療所の診療の状況 

1か月あたりの診療日数、中央値（四分位範囲） 20 (5-20) 

1か月あたりの外来患者数、中央値（四分位範囲）  

 91 (28-313) 

在宅医療の実施 *1 52 (57.8％) 

 1か月あたりの在宅医療患者数、中央値（四分位範囲） 

 1 (0-3) 

巡回診療の実施 *2 19 (19.4％) 

定期的な診療応援 *3 25 (26.3％) 

応援を受けている診療科、上位3つ※  

 内科 13  

 整形外科 8  

 眼科 6  

約 a人の回答の場合にはa人にした。b～c人の回答は、平

均（[b + c]/2）の値にした。※複数回答 

*有効回答数 1;90、2;98、3;95  

 

 島外の医療機関への紹介先の診療科に関しては、

内科、整形外科、循環器内科が多かった。島外の医

療機関を受診するまでに要する時間は90分（中央

値）であった (表5) 。 

 

表5 島外の紹介先の診療科 

紹介先の診療科、上位3つ  

 内科 29 

 整形外科 23 

 循環器内科 12 

島外の医療機関までに要する最短時間、 

中央値（四分位範囲） 

90 (60-175) 

n=92 

 

1.4. 代診医の要請 

 30施設（n=89、33.7％）で過去５年間に代診医を

要請した。要請先は、へき地医療支援機構（56.6％）

とへき地医療拠点病院（53.3％）が多かった（表6）。 

 

表6 過去5年間における代診医の要請 

代診医の要請先  

 へき地医療支援機構からの派遣 17 

 へき地医療拠点病院からの派遣 16 

 社会医療法人の医療機関からの派遣 2 

 その他 7 

複数回答  n=30 

 

1.5. 救急医療の状況 

 前年度に、救急搬送の実績があったのは63施設

（70.0％）であった。１施設あたりの平時の搬送は

２件（中央値）で、休日、夜間、悪天候時の搬送数

は０件（中央値）であった。36施設（63.2％）が救

急搬送に24時間対応し、救急搬送先が固定されて

いると回答したのは38施設（46.3％）であった。

救急搬送先の医療機関まで要する時間の中央値は、

搬送先が固定されている場合は60分、状況によっ

て異なる場合は55分であった。救急医療の円滑さ

を問うたところ、円滑、またはどちらかというと円

滑であると回答したのは合わせて70施設（90.9％）

であった（表7）。 

 

表7 救急医療の状況 

昨年度搬送実績あり a 63 (70.0％) 

昨年度搬送件数、中央値（最小-最大）  

 平時 b 2 (0-60) 

 休日 c 0 (0-20) 

 夜間 d 0 (0-44) 

 悪天候 e 0 (0- 4) 

24時間対応 f 36 (63.2％) 

救急搬送先が決まっている g 38 (46.3％) 

 最短搬送時間、分、中央値（最小-最大）h 60 (20-240) 

 空路による搬送経路を有する h 15 (44.1％) 

救急搬送先が状況によって異なる g 44 (53.7％) 

 最短搬送時間、分、中央値（最小-最大）i 55 (10-570) 

 空路による搬送経路を有する j 23 (57.5％) 

救急搬送の円滑さ k  
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 円滑である 41 (53.2％) 

 どちらかというと円滑である 29 (37.7％) 

 どちらかというと円滑ではない 6 (7.8％) 

 円滑ではない 1 (1.3％) 

*有効回答数 a;90、b;86、c;75、d;72、e;62、f;57、 

g;82、h;34、i;38、j;40、k;=77 

 

1.6. 医師不在時の看護師の対応 

 看護師は、医師への患者の容態に関する報告、応

急処置の施行、患者家族への連絡と説明を行ってい

た（表8）。 

 

表8 医師不在時の看護師の対応 

医師への患者の容態に関する報告 71 

応急処置 63 

家族への連絡と説明  53 

医療行為の必要性の判断 48 

救急搬送の要請と確保 47 

救急搬送の必要性の判断 45 

検体検査の実施 42 

救急搬送に必要な施設内の人員への連絡 41 

救急搬送先の病院との連絡調整 39 

救急搬送時の同行 37 

死亡確認 6 

ICTを用いた死亡確認 1 

その他 16 

※医師不在時は診療なし;7、医師不在はない;4 n=100 

 

1.7. 特定行為に関わる看護師 

 １施設（1.0％）で特定行為に関わる看護師が在

籍した。２施設（2.1％）で資格の取得支援策を有

した（表9）。 

 

表9 特定行為に関わる看護師 

特定行為に関わる看護師 1 (1.0％) 

特定行為に関わる看護師の資格取得支援  2 (2.1％) 

支援策*  

 勤務シフトの対応 1 

 経済的な助成 2 

*複数回答                   n=96 

      

1.8. 薬剤関連業務 

 55 施設（n=98、56.1％）が院外処方を行ってい

た。必要な薬品がない経験は48施設（50.0％）で

みられた。オンライン服薬指導を実施しているのは

７施設（7.2％）であった（表10）。 

 

表 10 薬剤関連業務の状況 

院外処方 *1 55 (56.1％) 

オンライン服薬指導 *2  

 実施している 7 ( 7.2％) 

 実施を予定している 6 ( 6.2％) 

 実施していない 84 (86.6％) 

過去５年間で必要な薬品がなかった経験*3 48 (50.0％) 

*有効回答数 1;98、2;97、3;96  

 

1.9. オンライン診療の利活用 

 オンライン診療を利活用している診療所は23施

設（24.0％）であった。オンライン診療はD to P 

with N の形が最多だった。利活用していたすべて

の施設でオンライン診療によって患者満足度が上

がったと回答した。離島にオンライン診療が有用ま

たはどちらかというと有用であるとの回答は合わ

せて77.6％であった（表11）。 

 

表11 オンライン診療の利活用の状況 

オンライン診療の利活用 *1 23 (24.0％) 

 利活用しているオンライン診療の種類 

  D to P 7 

  D to P with N 14 

  D to P with D 1 

オンライン診療の利活用に対する患者満足度*2 

 上がった 5 (23.8％) 

  どちらかというと上がった 16 (76.2％) 

  どちらかというと下がった 0 ( 0.0％) 

  下がった 0 ( 0.0％) 

離島におけるオンライン診療の有用性 *3  

  有用 45 (45.9％) 

どちらかというと有用 31 (31.7％) 

 どちらかというと有用ではない 15 (15.3％) 

 有用ではない 6 ( 6.1％) 

 わからない 1 ( 1.0％) 

*有効回答数 1;96、2;21、3;98 n 

 

1.10. 人材確保策 

 71 施設（74.7％）が医師の人材確保策を講じて

いた。最も多かったのは、へき地医療拠点病院から

の派遣であった。看護師では51施設（54.8％）で

人材確保策を講じており、最も多かったのは、自施

設による人材募集であった（表12）。 

 

表12 医療従事者の人材確保策 

医師確保策あり *1 71 (74.7％) 

 人材確保策、上位3つ  

  へき地医療拠点病院からの派遣 23 

  へき地医療支援機構からの派遣 14 
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  都道府県からの派遣 11 

看護師確保策あり *2 51 (54.8％) 

 人材確保策、上位3つ  

  自施設による人材募集 22 

  市町村の職員として採用または市町村で公募 11 

  へき地医療拠点病院からの派遣 10 

*有効回答数 1;95、2;93 n 

 

1.11. 研修の状況 

 29施設（31.5％）で医師の研修日があった。その

中の12施設（41.4％）で医師が悪天候のため研修

に行けなかった経験を有し、6施設（20.7％）がオ

ンライン研修を利活用していた。 

 看護師では、18 施設（18.9％）に研修日があっ

た。その中の３施設（18.8％）が悪天候のため研修

に行けなかった経験を有し、12施設（85.7％）がオ

ンライン研修を利活用していた（表13）。 

 

表13 医療従事者の研修の状況 

医師  

 研修日あり *1 29 (31.5％) 

  悪天候でいけない日あり *2 12 (41.4％) 

  オンライン研修 *2 6 (20.7％) 

看護師   

 研修日あり *3 18 (18.9％) 

  悪天候でいけない日あり *4 3 (18.8％) 

  オンライン研修 *5 12 (85.7％) 

*有効数 1;92、2;29、3;95、4;16、5;14 

 

1.12. 新型コロナウイルス感染症の診療への影響 

 新型コロナウイルス感染症が診療に影響したの

は65施設（66.3％）であった。影響で最も多かっ

たのは、患者数の減少であった。業務継続計画を有

した診療所は11施設（11.7％）であった。その中

で同感染症の業務継続計画を有したのは７施設

（7.4％）であった（表14）。 

 

表14 新型コロナウイルスの影響 

影響あり *1、上位5つ 65 (66.3％) 

 影響の内容  

 患者の減少 24 

 医療従事者の感染による診療の停止 16 

 収益の減少 11 

 オンライン診療の導入 11 

 訪問診療の減少 9 

業務継続計画あり*2 11 (11.7％) 

 コロナ 7 ( 7.4％) 

 災害 5 ( 5.3％) 

*有効回答数 1;98、2;94  

1.13. 薬剤の配送や検体の外注におけるドローン

の活用 

 薬剤の配送におけるドローンの使用については、

36施設（37.5％）で使用したいと回答し、検体検査

の外注測定では34施設（35.4％）が使用したいと

回答した（表15）。 

 

表15 ドローンの活用 

薬剤配送  

 使用している 1 ( 1.0％) 

 使用したい 36 (37.5％) 

 使用したいと思わない 59 (61.5％) 

検体検査の外注  

 使用している 0 ( 0.0％) 

 使用したい 34 (35.4％) 

 使用したいと思わない 62 (64.6％) 

n=96  

 

1.14. 目指す離島医療と島民の診療に対する満足度 

 目指す医療で最も多かったのは、診療に対する島

民の満足度の向上で、長く勤務する医師の確保が次

いだ（表16）。 

 

表16 目指す離島医療 

診療に対する島民の満足度の向上 35 (40.2％) 

長く勤務する医師の確保 20 (23.0％) 

島民の健康寿命の延伸 12 (13.8％) 

島民の生涯のうち島内で過ごす時間の

延伸 

8 ( 9.2％) 

救急時の搬送の円滑さ 5 (5.8％) 

医師からみた診療の質の向上 0 (0.0％) 

医療者の人材確保 0 (0.0％) 

島民の平均寿命の延伸 0 (0.0％) 

その他 7 (8.0％) 

 n=87  

 

島民が診療に対して満足していると思うかどう

かについて問うた。満足またはどちらかというと満

足していると回答した診療所は77施設（85.6％）

であった（表17）。 

 

表 17 島民の診療に対する満足度 

満足 10 (11.1％) 

どちらかというと満足 67 (74.5％) 

どちらかというと不満 12 (13.3％) 

不満 1 ( 1.1％) 

n=90  
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1.15. 離島医療の魅力 

 離島医療の魅力について、自由記載を求めたとこ

ろ、患者との近接性、診療技術の修得、プロフェッ

ショナリズムの涵養といった記載が代表的であっ

た（表18）。 

 

表18 離島医療の魅力についての自由記載 

患者との近接性 患者との関係性が近く、既往歴や社会

背景に沿った医療を意識できる。 

診療技術の修得 病状経過が追跡でき、診療のフィード

バックが得られることや、総合的な医

療を提供が求められることから、診療

技術の向上につながる。 

プロフェッショ

ナリズムの涵養 

医師としての責任を感じつつ、治療効

果や住民からの感謝が得られること

でやりがいを感じ、プロフェッショナ

リズムを獲得できる。 

 

2．離島にあるへき地医療拠点病院 

2.1. 病院のある離島の属性 

 離島の区分としては、全域指定市町村に５施設

（83.3％）があった。離島の種別では、離島振興法

指定離島が最も多かった（66.7％）（表19）。 

 

表 19 離島別の病院の内訳 

区分  

 一部指定市町村 1 (16.7％) 

 全域指定市町村 5 (83.3％) 

種別  

 離島振興法指定離島 4 

  内海・本土近接型 0 

  外海・本土近接型 0 

  群島主島型 2 

  群島属島型 0 

  孤立大型 2 

  孤立小型 0 

 沖縄振興特別措置法指定離島 1 

 奄美群島振興開発特別措置法指定離島 0 

 小笠原諸島振興開発特別措置法指定離島 0 

 その他の離島 1 

 

2.2. 医療従事者と施設 

 １施設あたりの常勤医師は20人（中央値）、常勤

の看護師は102人（中央値）であった。島内出身の

常勤医師が勤務するのは５施設（有効回答数=５、

100％）で、常勤看護師も５施設（有効回答数=５、

100％）に勤務していた（表20）。 

 

表20 へき地医療拠点病院のける医療従事者 

常勤医師が勤務する施設 6 (100％) 

 1施設あたりの常勤医師数、 

中央値（四分位範囲） 

20 (4-25) 

 

 島内出身の常勤医師が勤務する施設 *1 5 

 島内に居住する常勤医師が勤務する施設 6 

常勤看護師がいる施設 6 (100％) 

 1施設あたりの常勤看護師数、 

中央値（四分位範囲） 

102 (37-223) 

 

 島内出身の常勤看護師が勤務する施設 *1 5 

 島内に居住する常勤看護師が勤務する施設 6 

常勤の診療放射線技師がいる施設 6 

常勤の臨床検査技師がいる施設 6 

*有効回答数 1;5 n=6 

 

2.3. 診療の状況 

 １か月あたりの診療日数は20日（中央値）で、

外来患者数は6,482人（中央値）であった。６施設

（100％）が在宅医療を実施しており、４施設

（66.7％）が巡回診療を実施していた。 

 定期的に診療応援を受けているのは６施設

（100％）であった。応援を受けている診療科で多

いのは内科、耳鼻咽喉科、整形外科、小児科であっ

た（表21）。 

 

表21 へき地医療拠点病院の診療の状況 

1か月あたりの診療日数、 

中央値（四分位範囲）*1 

20 (20-25) 

1か月あたりの外来患者人数、 

中央値（四分位範囲） 

6,482 (691-9146) 

在宅医療の実施 6 (100％) 

 1か月あたりの在宅医療患者数、 

中央値（四分位範囲） 

47 (16-81) 

巡回診療の実施 4 (66.7％) 

定期的な診療応援を受けている病院 6 ( 100％) 

応援を受けている診療科、上位3つ※ 

 内科 5 

 耳鼻咽喉科 5 

 整形外科 4 

 小児科 4 

*有効回答数 1;5 ※複数回答  n=6 

    

 島外の医療機関への紹介先の診療科に関しては、

内科が最も多く、心臓血管外科、整形外科、耳鼻咽

喉科がみられた。島外の医療機関を受診するまでに

要する時間は130分（中央値）だった（表22）。 
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表22 島外の紹介先の診療科 

紹介が多い診療科、上位3つ  

 内科 3 

 心臓血管外科 1 

 整形外科 1 

 耳鼻咽喉科 1 

島外の医療機関までに要する時間、中央値（四分位範囲） 

130分 (77.5-187.5) 

n=6  

 

2.4. 代診医の要請 

 過去５年間に代診医を派遣したのは２施設

（33.3％）であった。４施設（66.7％）では派遣要

請がなかった（表23）。 

 

表 23 過去５年間における代診医の要請  

派遣実績あり 2 (33.3％) 

要請があったが派遣できず 0 ( 0.0％) 

派遣要請なし 4 (66.7％) 

 n=6  

 

2.5. 救急医療の状況 

 前年度、病院から島外の医療機関への救急搬送の

実績があったのは６施設（100％）であった。１施

設あたりの平時の搬送は15件（中央値）で、休日、

夜間、悪天候時でそれぞれ９、４、０件だった。４

施設（66.7％）が救急搬送に24時間対応し、３施

設（50.0％）で救急搬送先が固定されていると回答

した。救急搬送先の医療機関まで要する時間の中央

値は、搬送先が固定されている場合は30分、状況

によって異なる場合は40分であった。救急医療の

円滑さを問うたところ、円滑、またはどちらかとい

うと円滑であると回答したのは合わせて４施設（有

効回答数=４、100％）であった（表24）。 

 

表24 救急医療の状況 

昨年度搬送実績あり 6（100％） 

昨年度搬送件数、中央値（最小-最大） 

 平時 15 (6-38) 

 休日 *1 9 (4-10) 

 夜間 *1 4 (2-20) 

 悪天候  *1 0 (0- 4) 

24時間対応 4 (66.7％) 

救急搬送先が決まっている 3 (50.0％) 

 最短搬送時間、中央値（最小-最大）*2 30 ( 30-40) 

 空路による搬送経路を有する*2 2 (66.7％) 

救急搬送先が状況によって異なる 3 (50.0％) 

最短搬送時間、中央値（最小-最大）*2 40 (30-120) 

 空路による搬送経路を有する  *2 3 (100％) 

救急搬送の円滑さ  *3  

 円滑である 1 (25.0％) 

 どちらかというと円滑 3 (75.0％) 

 どちらかというと円滑ではない 0  

 円滑ではない 0  

*有効回答数 1;5、2;3、3;4 n=6 

 

2.6. 医師不在時の看護師の対応 

 病院の看護師は、救急搬送時の同行、検体検査の

実施、医師への患者の容態に関する報告を行ってい

た（表25）。 

 

表25 医師不在時の看護師の対応 

救急搬送時の同行 6 

検体検査の実施 5 

患者容態の報告 5 

応急処置 4 

救急搬送に必要な人員への連絡 4 

家族への連絡、説明 4 

救急搬送先病院との連絡調整 3 

医療行為必要性の判断 2 

救急搬送要請と確保 2 

救急搬送の必要性判断 0 

死亡確認 0 

ICTを用いた死亡確認 0 

その他 0 

複数回答 n=6 

 

2.7. 特定行為に関わる看護師 

 ３施設（50.0％）で特定行為に関わる看護師が在

籍した。資格の取得支援策を有するのは４施設

（66.7％）であった（表26）。 

 

表26 特定行為に関わる看護師 

特定行為に関わる看護師 3 (50.0％) 

特定行為に関わる看護師の資格取得支援 4 (66.7％) 

支援策*  

 勤務シフトの対応 4 

 経済的な助成 4 

*複数回答 n=6 

 

2.8. 薬剤関連業務 

 オンライン服薬指導を実施している施設はなか

ったが、１施設（16.7％）が実施を予定していた。

必要な薬品がない経験を有したのは５施設（83.3％）

であった（表27）。 
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表27 薬剤関連業務の状況 

オンライン服薬指導  

 実施している 0 ( 0.0％) 

 実施を予定している 1 (16.7％) 

 実施していない 5 (83.3％) 

過去5年間で必要な薬品がなかった経験 5 (83.3％) 

 n=6  

 

2.9. オンライン診療の利活用 

 オンライン診療を利活用していた施設はなかっ

たが、３施設（50.0％）でオンライン診療の導入を

予定していた。６施設（100％）で離島のおけるオ

ンライン診療は有用であるまたはどちらかという

と有用であると回答した（表28）。 

 

表28 オンライン診療の利活用の状況 

オンライン診療の利活用 0 ( 0.0％) 

導入を予定している 3 (50.0％) 

離島におけるオンライン診療の有用性  

 有用 3 (50.0％) 

 どちらかというと有用 3 (50.0％) 

 どちらかというと有用ではない 0 ( 0.0％) 

 有用ではない 0 ( 0.0％) 

 n=6  

 

2.10. 人材確保策 

 ６施設（100％）で医師の人材確保策を講じてい

た。最も多かったのは、大学医局からの派遣であっ

た。看護師では５施設（83.3％）で人材確保策を講

じており、自施設による人材募集が最多であった

（表29）。 

 

表29 医療従事者の人材確保策 

医師確保策を有する 6 (100％) 

 人材確保策、上位3つ*  

  大学医局からの派遣 5 

  へき地医療支援機構からの派遣 2 

  自施設による人材募集 2 

看護師確保策を有する 5 (83.3％) 

 人材確保策、上位2つ*  

  自施設による人材募集 5 

  派遣会社からの紹介 1 

*複数回答 n=6 

 

2.11. 研修の状況 

 ５施設（100％）で医師の研修日があった。悪天

候のため、医師が研修に行けなかった経験を有する

のは２施設（40.0％）にみられた。医師がオンライ

ン研修を利活用していた施設はなかった。 

 看護師では、５施設（83.3％）に研修日があった。

悪天候のため、看護師が研修に行けなかった経験を

有するのは３施設（60.0％）であった。３施設

（60.0％）がオンライン研修を利活用していた（表

30）。 

 

表30 医療従事者の研修の状況 

医師  *1  

 研修日あり  5 (100 ％) 

悪天候でいけない日があった  2 (40.0％) 

オンライン研修が主または併用 0 ( 0.0％) 

看護師   

 研修日あり *2 5 (83.3％) 

悪天候でいけない日があった *1 3 (60.0％) 

オンライン研修が主または併用 *1 3 (60.0％) 

*有効回答数 1;5、2;6  

 

2.12. 新型コロナウイルス感染症の診療への影響 

 新型コロナウイルス感染症が診療に影響したと

回答したのは６施設（100％）であった。影響で最

も多かったのは、患者数の減少と医療従事者の感染

による診療の停止であった。４施設（66.7％）で業

務継続計画を有し、その中で同感染症の計画を有し

たのは２施設だった（表31)。 

 

表31 新型コロナウイルスの影響 

影響あり 6 (100％) 

影響を受けた内容*  

 患者の減少 5 

 医療従事者の感染による診療の停止 5 

 収益の減少 4 

 オンライン診療の導入 0 

 在宅医療の拡充 0 

 訪問診療の減少 2 

業務継続計画あり（有効回答6） 4 (66.7％) 

 コロナ 2 (33.3％) 

 災害 3 (50.0％) 

*複数回答                      

 

2.13. 薬剤の配送や検体の外注におけるドローン

の活用 

 薬剤の配送におけるドローンの使用については、

２施設（33.3％）が使用したいと回答し、検体検査

の外注測定では１施設（16.7％）が使用したいと回

答した（表32）。 
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表32 ドローンの活用 

薬剤配送  

 使用している 0 ( 0.0％) 

 使用したい 2 (33.3％) 

 使用したいと思わない 4 (66.7％) 

検体検査の外注  

 使用している 0 ( 0.0％) 

 使用したい 1 (16.7％) 

 使用したいと思わない 5 (83.3％) 

 n=6 

 

2.14. 目指す離島医療と島民の診療に対する満足度 

 目指す医療で最も多かったのは、長く勤務する医

師の確保だった（表33）。 

表33 目指す離島医療 

長く勤務する医師の確保 3 

診療に対する島民の満足度の向上 2 

医療者の人材確保 1 

島民の健康寿命の延伸 0 

島民の生涯のうち島内で過ごす時間の延伸 0 

救急時の搬送の円滑さ 0 

医師からみた診療の質の向上 0 

島民の平均寿命の延伸 0 

その他 0 

 n=6 

 

島民が診療に対して満足していると思うかどう

かについて問うた。満足またはどちらかというと満

足していると回答したのは２施設（50％）であった

（表34）。 

表34 島民の診療に対する満足度 

満足 0 

どちらかというと満足 2 

どちらかというと不満 2 

不満 0 

 n=4 

 

2.15.  離島医療の魅力 

 離島医療の魅力について自由記載を求めたとこ

ろ、患者との近接性、医療連携のしやすさといった

記載が代表的であった（表35）。 

表35 離島医療の魅力についての自由記載 

患者との近接性 患者との関係性が近く、病気のみならず

人生に寄り添った医療を提供できる。 

医療連携のしや

すさ 

島内の診療所や介護施設との距離が物

理的にも社会的にも近いことから、医療

連携が容易である。 

Ｄ．考察 

 今回、離島医療を担う医療機関、特にへき地診療

所とへき地医療拠点病院の体制や診療に関わる実

態を全国調査し、離島医療像の一端を示すことを試

みた。また、この際、離島振興対策に合わせて、オ

ンライン診療のような医療の新しい動向の取り入

れについて含めることも企図された。さらに、離島

医療の魅力といった診療の前線にいる医師からの

声を集めることにも努めた。 

 

1．へき地診療所 

 まず、多くの施設において少人数の医療従事者で

運営されている様子がうかがえた。そして、診療応

援や代診医の要請は３割前後であることも分かっ

た。次いで、人材確保策は多くの施設で行われてい

た。医師の確保としてはへき地医療支援機構やへき

地医療拠点病院からの派遣が多く、これは都道府県

の医療計画に基づいてのことと思われた。看護師に

ついては自施設で募集することが多かった。なお、

医療従事者について、離島出身者が医師で２割、看

護師で５割弱というデータも得られた。医療従事者

の確保ならびに育成、また、傷病時、ライフイベン

ト発生時、後継者を要する時等の診療体制について

は、以前から議論されてきており、依然として検討

課題である。なお、最近では複数の離島で複数の医

師が兼務して診療するような形態もみられるよう

になっており、医師の確保とともに医療の確保に対

する人的工夫も進みつつある。 

一般に、離島医療では幅広い疾病に対応する。離

島人口の高齢化の対応も求められている。こうした

中で、６割弱が在宅医療を提供していた。診療応援

や島外への紹介（90分（中央値）程度の時間を要す

る）は、内科、整形外科、循環器内科、眼科が多い

ことも分かった。これらは離島診療所支援に係る情

報になると思われる。 

 離島での救急体制はしばしば取りざたされてき

ているが、前年度に島外搬送実績を有する施設は多

かった。救急搬送は円滑であると回答した施設がほ

とんどであった。救急搬送体制は比較的整備されて

いると想定されるが、個別には重症例や産科領域の

対応、また悪天候等で困窮することもある。孤立小

型離島では本土からの距離が遠く、必ずしも円滑で

はないとの声もある。心身の負担感にも配慮すべき

である。24 時間の救急対応の詳細についてはさら

に調査を要すると思われる。いずれにしても、離島
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での救急体制は、さらに検討案件である。 

新型コロナウイルス感染症の診療への影響は半

数以上でみられた。業務継続計画の作成は少なく、

これに関する支援が求められる。 

看護師の役割もまた多岐に及ぶ。医師や患者家族

との連絡調整や応急処置のような役割が特徴的に

挙げられた。また、オンライン診療（後述）に看護

師が関与している施設もみられる。近年始まった特

定行為研修の離島医療における意義については検

討を要する段階であるが、現状では、特定行為研修

を受けた看護師はごく少数であることも分かった。 

薬剤関連業務で、必要な薬剤が手元になかった経

験が回答されていた。薬局の所在地までは問うてい

ないが、院外処方が半数強でなされていた。最近始

まったオンライン服薬指導は数％に止まった。薬剤

師との協働は診療に欠かせず、これらの情報を今後

の検討資料にしていきたい。 

オンライン診療の利活用は約２割の施設にみら

れた。昨今、離島医療ではD to PまたはD to P 

with N の形でのオンライン診療の有用性が報告さ

れるようになっている 3)。オンライン診療を必要で

あると考える施設は多く、実際に導入してみると受

診者の満足度は上がる、または上がると見込まれる

と回答されており、今後の普及が期待される。また、

ドローンの利活用への期待は３割を超えており、関

心領域と思われる。今回は問うていないが、クラウ

ド型電子カルテを導入して成果を上げている診療

所もある。これらについては行政機関との協議の上

での推進が求められる。 

生涯教育やリスキリングは重要視されてきてい

る。研修は必ずしもルーチン化されているわけでは

ないようであった。ソロプラクティスで現場を離れ

にくいことも関係していると思われる。天候の不具

合で本土に行けないといった離島特有の苦悩もみ

られた。オンライン研修が徐々に行われるようにな

っており、これで部分的にでも補完することが期待

される。 

診療所の多くは、島民が診療に満足していると考

え、さらなる診療の満足度の向上を目指していた。

長く勤務すること、すなわち医師の定着も希望され

ており、人材確保の点からも重要な声と考えられる。

離島医療の魅力では、患者との関係性、総合的な診

療の修得、プロフェッショナリズムの涵養が挙げら

れた。離島は医療従事者の教育の場として重要であ

ることはこれまでに指摘されているところである

4)。また、このような点は医療従事者にさらに広報

していくべきと考える。 

 

2．へき地医療拠点病院 

 回答した全ての病院で診療応援（主に内科、耳鼻

咽喉科、整形外科、小児科）を受けていた。島外へ

の紹介（130分（中央値）程度を要する）は、主と

して内科、少数であるが心臓血管外科、整形外科、

耳鼻咽喉科が紹介先として挙げられた。また、全て

の施設が在宅医療を提供していた。施設の存立する

離島地域をカバーしつつ、島外と診療連携を取って、

幅広い疾病に対応していることがうかがえる。さら

に、人材確保策は多くの施設で講じられており、医

師は大学からの派遣に依ることや全ての施設で島

内出身の医師と看護師が勤務していることも分か

った。これらは、離島の病院の診療や人材の工面に

係る重要な資料になり得る。 

 へき地医療拠点病院は、都道府県のへき地医療計

画の事業を担っている。無医地区等への巡回診療の

実施率は約７割、代診医派遣は約３割にみられ、へ

き地診療所への医師派遣も実施されていた（へき地

診療所の回答を参照）。へき地診療所との協働によ

る離島医療体制については、今後も検討案件である。 

 島外への救急搬送は、半数以上の病院で24時間

対応されていた。また、救急搬送は円滑に行われて

いると回答された。へき地診療所同様に、個別詳細

についての情報収集も引き続き進めたい。 

新型コロナウイルス感染症の影響はすべての病

院でみられ、その内訳として患者数の減少と診療停

止が多く挙げられた。へき地診療所と同様に、事業

継続計画の策定は途上であり、計画の支援が必要で

あると思われた。 

看護師の役割として、救急搬送時の役割が上位に

挙げられたのは特徴的と思われた。検体検査の実施

の詳細は不明だが、救急医療の場面での迅速で簡易

な検査の実施等も担っている可能性がある。１施設

に特定行為研修を受けた看護師がいた。また、薬剤

関連業務として、１施設がオンライン服薬指導を取

り入れていることも分かった。 

 オンライン診療は未実施であった。ただし、オン

ライン診療を有用であると考えている施設が多か

ったことから、今後の普及が期待される。また、ド

ローンの使用についても関心が持たれていた。 

 医師や看護師の研修の機会は、８割以上の施設で

設けられていた。ただし、悪天候で研修を見合わせ
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た経験は珍しくないと回答され、離島医療の特有な

環境事案として認識しておく必要がある。なお、看

護師についてはオンライン研修の導入がみられて

いる。 

 目指す医療では、長く勤務することと住民の満足

度の向上、すなわち医師の定着が挙げられた。これ

はへき地診療所の回答と同様で、施設にかかわらな

いことは、一貫性として重要な点と考えられる。 

離島医療の魅力として、患者との関係性の近さのほ

かに、連携によって成立する医療の現実や実感につ

いて述べられていた。離島医療に関心を促す上で伝

えていきたいメッセージと考える。 

 

Ｅ．結論 

 離島におけるへき地診療所と地域医療拠点病院

の全国調査を行った。その回答率は４割台であった

が、離島医療像の一端が示唆される貴重な情報が得

られたと思われる。 

 まず、医師や看護師をはじめとする人材確保、代

診医を含む医師派遣、また、幅広い診療を成立させ

るための診療応援には尽力が続いており、依然とし

て重要な検討課題として挙げられる。救急医療につ

いても比較的円滑になされているとの回答であっ

た。ただし、気象や個別事例も考慮すべきで、全般

的にはさらなる整備案件である。 

 離島振興対策では、オンラインシステムをはじめ

とする新しい医療の動向を採り入れることを考慮

していく必要がある。特にオンライン診療やドロー

ンの利活用への期待は大きいことが分かった。生涯

教育におけるオンライン研修の発達もさらに期待

できる。 

 離島医療に対して、住民は概ね満足していると思

っている施設は半数超であり、その満足度を向上さ

せることや医師の定着を目指す認識がうかがえた。

住民との関係性や、診療の醍醐味、医療従事者とし

ての成長といった魅力が、離島医療にあることも記

述されていた。これらは得難い声として、今後にも

活かしていきたいと考えている。 
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令和４年度 分担研究報告書 

 

離島医療におけるオンライン診療に関する検討 

 

研究分担者  小谷 和彦  自治医科大学地域医療学センター 地域医療学部門 教授 

研究協力者  山本 憲彦 三重大学医学部附属病院 総合診療部 教授 

研究協力者  岡田  基 旭川医科大学救急医学講座 教授 

研究協力者  寺裏 寛之  自治医科大学地域医療学センター 地域医療学部門 助教  

研究協力者  中村 晃久  自治医科大学地域医療学センター 地域医療学部門 助教 

 

研究要旨 

離島医療におけるオンライン診療の活用を検討するにあたり、その実態を把握する必要がある。今

回、離島の医師が、どのような疾病でオンライン診療が有用性を発揮すると考えているのかについて

調査した。 

離島の医療機関を対象に、離島でのオンライン診療に関する自記式調査票を配布した。調査期間は

2023 年２月１日から 2023 年２月 28日までとした。常勤医を対象に、本土等の後方医療機関に属する

専門医とオンライン診療をした場合に有用性を示すと考えられる疾病について調査した。 

23 施設から回答が得られた。専門医とのオンライン診療が有用とする回答が多かった疾病カテゴリ

ーは、上位から順に、「精神系・心身医学的疾患」、「神経系」、「内分泌・栄養・代謝系」であった。疾

病カテゴリーごとの詳細では、「精神系・心身医学的疾患」においては、うつ病、躁うつ病、身体症状

症、「神経系」においては、Parkinson 病、神経難病、「内分泌・栄養・代謝系」においては、持続皮下

グルコース測定、持続皮下インスリン注入療法が多く挙げられた。なお、最も回答が少なかった疾病

カテゴリーは「腫瘍」であった。 

離島医療でオンライン診療を活用するためには、現場の医師の考えや経験も踏まえて、疾病ごとの

適応の有無を検討しながら進めていく必要がある。今回、オンライン診療で有用性を示す疾病リスト

が得られたことは意義深い。 

 

Ａ．研究目的 

離島医療では、情報通信技術(Information and 

Communication technology: ICT)の発達に伴い、遠

隔での医療機関同士の共同診療の実施が注目され

ている。ICTを活用した診療体制の構築は、離島医

療の充実につながると期待される。 

そこで、離島医療に従事する医師が、オンライン

診療をどのような疾病に活用すると有用であると

考えているのかについて調査した。 

 

Ｂ．研究方法 

離島の医療機関（常勤医）を対象に、主として公

募で回答者を求め、自記式調査票を送付した。調査

期間は2023年 2月 1日から2023年 2月 28日まで

とした。調査票では、専門医とのオンライン診療が

有用な疾病について尋ねた。D to D もしくはD to 

P with Dで、本土等の後方医療機関に属する専門

医とのオンライン診療を実施することになった場

合に、自施設の診療で特に有用性を示すと考えられ

る疾病を、18の疾病カテゴリーから構成される168

の代表的な疾病（表 1）から 10 疾病程度を選択す

るように依頼した。 

 

表 1．調査票のカテゴリーと疾患（例） 

神経系カテゴリー 

脳出血・くも膜下出血 脳梗塞 

脳炎・髄膜炎 神経難病 

てんかん 片頭痛・緊張型頭痛 

硬膜下血腫 Parkinson 病 
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なお、D to Dは、Doctor to Doctorの略であり、

診察した医師が情報通信機器を用いて専門的な知

識を持つ医師と連携して診療を行うことを指し、例

えば、放射線専門医による遠隔放射線診断や、病理

専門医による遠隔病理診断がこれにあたる。D to P 

with Dは、Doctor to Patient with Doctorの略

であり、患者がかかりつけ医などの医師同席のもと

に実施されるオンライン診療を指す。 

 

（倫理面への配慮） 

本調査は、自治医科大学倫理審査委員会の承認を

得て行った（臨大 22-163）。 

 

Ｃ．研究結果 

 23施設（23名の医師）から回答が得られた。回

答者の平均医師経験年数は18.8年、離島医療従事

年数は8.6年であった。専門領域については、「総

合診療」が９人（39.1％）、７人（30.4％）が「内

科」、「外科」と回答した。 

 専門医とのオンライン診療で有用な疾病との回

答数をカテゴリー別に集計すると、上位から順に、

「精神系・心身医学的疾患」（38個）、「神経系」（34

個）、「内分泌・栄養・代謝系」（25個）。最少は「腫

瘍」（0個）であった（表2）。 

 カテゴリーごとに選択された疾病をみると、「精

神系・心身医学的疾患」では、うつ病（10人）、躁

うつ病（７人）、身体症状症（７人）で、「神経系」

では、Parkinson病（12人）、神経難病（９人）。「内

分泌・栄養・代謝系」では、持続皮下グルコース測

定（５人）、持続皮下インスリン注入療法（４人）、

甲状腺機能亢進症（４人）の回答が多かった。 

 

表2 専門医とのオンライン診療で有用な疾病カテゴリー 

順位 疾病カテゴリー 回答数 

1 精神系・心身・医学的疾患 38 

2 神経系 34 

3 内分泌・栄養・代謝系 25 

4 循環器系 19 

4 皮膚系 18 

6 消化器系 16 

7 腎・尿路系 12 

8 呼吸器系 11 

8 生殖器系 11 

10 免疫・アレルギー系 10 

11 運動器系 9 

12 血液・造血器・リンパ系 5 

12 妊娠と分娩 5 

14 眼・視覚系 3 

14 救急疾患 3 

16 小児 2 

17 耳鼻・咽喉・口腔系 1 

17 感染症 1 

19 腫瘍 0 

 

Ｄ．考察 

離島医療で、専門医とのオンライン診療（D to D、

D to P with D）が有用性を発揮する疾病について

は、疾病カテゴリーで、「精神系・心身医学的疾患」、

「神経系」、「内分泌・栄養・代謝系」が上位であ

った。今回、回答した医師の専門領域については、

その４割が総合診療であり、本調査の結果を解釈す

る上で、これは留意点である。 

「精神系・心身医学的疾患」の回答が最も多かっ

た理由はいくつか考えられる。うつ病については、

その症状が軽度であれば、プライマリ・ケア医で対

応し得るが、重度であれば専門医の診療が期待され

る。また、身体症状症には、非薬物療法の一つとし

て認知行動療法が実施されるが、この治療をプライ

マリ・ケア医が実践するのは、その専門性の高さか

ら些か難しい。しかし、これらは医師と患者との対

話を通じた面接技法であり、オンライン診療でも実

施できる。精神科受診への患者ニーズなどの他要因

もあるかもしれないが、このような背景から、専門

医とのオンライン診療が有用な疾病として挙げる

医師が多かったと思われた。 

「神経系」の回答が多かった理由の一つとして、

その診断の難しさや、罹患期間の長さと通院の困難

さが推察される。Parkinson病や神経難病は、一般

にその罹患期間が長く、慢性疾患としての管理が求

められる。経過を診ていく上で、薬剤調整も必要で

ある。近年、Parkinson病に用いられる薬剤の種類

も増え、プライマリ・ケア医にはその対応は容易で

はない。そのため、Parkinson病を管理していく上

で、専門医と連携してのオンライン診療は有用であ

ると考えられる。また、個々の神経難病の有病率は

高くないが、神経難病には多くの疾患が含まれてい

る。そのため、プライマリ・ケア医がそれら全ての

神経難病について臨床経験を有することは難しい。

Parkinson 病と同様に神経難病を管理していく上

で、専門医を受診できるオンライン診療は有用にな

ると考えられた。 
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「内分泌・栄養・代謝系」では、糖尿病と関連す

る項目への回答が多かった。糖尿病は有病率が高く、

離島医療において対応する機会が多いといったこ

とがその理由の一つと考えられる。また、特に持続

皮下グルコース測定や持続皮下インスリン注入療

法は、比較的新しい医療技術であり、専門性が高い。

そのため、専門医とのオンライン診療が有用との回

答が多いと思われた。 

一方、回答が最も少なかった疾病カテゴリーは、

「腫瘍」であった。一般的に「腫瘍」の診断には組

織生検が欠かせず、胃癌の診断であれば上部消化管

内視鏡検査が、大腸癌の診断であれば下部消化管内

視鏡検査が必要である。また、手術療法や化学療法

などの治療が実施されるにあたり、高次の医療機器

や設備、抗がん剤の高価な薬剤が必要であり、今日、

がん診療にあたる医療機関は専門拠点化されてお

り、初めから専門医の受診がなされる。このような

ことから、専門医とのオンライン診療に有用な疾病

との回答が少なかったと考えられる。しかし、「腫

瘍」においても、診断と一定の治療を終えた状況で

あれば、専門医とのオンライン診療が有用な場面も

あり得る。オンライン診療による専門医とのネット

ワークの構築ができれば、本土への通院といった負

担を軽減しながら、治療後の定期的なフォローが可

能であるだろう。この点については、離島医療に関

わる医師との対話を踏まえながら、取り組みを進め

ていく必要がある。 

また、回答は少なかったが、「妊娠と分娩」では

妊娠高血圧症候群が、「眼・視覚系」では糖尿病・

高血圧による眼底変化（糖尿病網膜症）が挙げられ

ていた。これらの診療には、専門的な知識や技術が

求められるため、専門医とのネットワークの構築が

図れれば、離島医療の質の向上に資するであろう。 

「救急疾患」も離島医療での有用性が言われてい

る。専門医とのやり取りは、搬送に迷う時や準緊急

の場合には役立つが、緊急搬送の迅速な判断には専

門医との共同診療は一般的でないと思われ、こうし

たことが今回の結果につながったのかもしれない。 

なお、この結果の疾病をもとに、離島医療に従事

する医師の卒前・卒後教育に反映させていく可能性

も議論され得る。あるいは、専門医とのオンライン

診療体制を積極的に整備していくことも考慮され

る。これらを含めて、今後さらに検討を続けていく。 

 

 

Ｅ．結論 

離島医療で専門医とのオンライン診療が有用と

考えられた疾病として、「精神・心身医学的疾患」、

「精神系」、「内分泌・栄養・代謝系」の回答が多

かった。離島医療にオンライン診療を活用するため

には、離島医療に関わる医師の考えや経験も踏まえ

て、疾病ごとのオンライン診療への適応の有無を検

討しながら進めていく必要がある。今後の検討に向

けて、オンライン診療で有用になる疾病リストが得

られたことは意義深い。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

 なし 

2．学会発表 

 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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 厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

令和４年度 分担研究報告書 
 

離島歯科医療提供体制に関する全国調査 
 

研究分担者 福田 英輝  国立保健医療科学院 統括研究官 

研究協力者 岩﨑 理浩  朝日大学歯学部口腔病態医療学講座 准教授 

 

研究要旨 

【目的】全国すべての離島歯科診療所を対象にアンケート調査を実施した。この研究の目的は、各歯

科診療所が提供している歯科診療の実績、新型コロナ感染症拡大に伴うオンライン歯科診療や ICT（情

報通信技術）の活用、および各歯科診療所が抱える課題等について明らかにすることである。 

【方法】質問紙による郵送法調査を実施した。調査票の項目は、歯科診療所に関すること、歯科診療

状況、施設基準、ICT を用いた取り組み実績、病診連携に関すること、および歯科診療の課題について

の 15項目であった。全国すべての離島歯科医院 297 施設に対して調査票を送付し、146 施設から回答

を得た。 

【結果】歯科診療所の開設者は、「個人」が最も多く 79施設であった。院長の平均年齢は、58.1 歳で

あり、全国平均値より高かった。 

【考察】今後、離島部の歯科診療所においても、院長の継承問題が顕在化し、歯科医療サービスを受

けることが困難になる離島民の増加も予想された。「新型コロナウイルス感染症拡大に対しての電話

や通信機器を用いた診療」、および「オンラインによる病院歯科や専門医へのコンサルテーション」は、

それぞれ４施設と少なかった。オンライン診療を可能にする歯科大学や歯科医師会からの積極的な支

援とともに、離島部でのインフラ整備の必要性が示唆された。継続的な離島歯科診療が可能となるた

めの取り組みとしては、「離島勤務できる歯科衛生士の人材育成と確保」「離島勤務ができる歯科医師

の人材育成と確保」等があげられた。仕事の満足度を高める歯科診療活動の展開、継続勤務を支える

待遇改善とキャリア教育の提供、奨学金を含めた人材確保等の取り組みの検討が必要と思われた。 

 

Ａ．研究目的 

 令和元年度無歯科医地区等調査によると、無歯

科医地区は全国777地区存在し、うち離島振興法

が適用されている地区は80地区であり、北海道か

ら沖縄まで広く存在していることが報告されてい

る１）２）。 

 無歯科医地区としての離島が存在する厳しい現

状のなか、離島歯科診療所では、さまざまな課題

を抱えていることが予想される。先行研究で、離

島歯科診療所の活動実績に関する報告３）４）は散見

されるものの、離島歯科診療所を対象とした全国

調査はみられない。 

 本研究は、全国に存在するすべての離島歯科診

療所を対象に、各歯科診療所が提供している歯科

診療の実績、新型コロナ感染症拡大に伴うオンラ

イン歯科診療やICT（情報通信技術）の活用、お

よび各歯科診療所が抱える課題等について明らか

にすることを目的にして実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

 質問紙による郵送法で調査した。調査票の項目は、

歯科診療所に関すること、歯科診療状況、施設基準、

電話や通信機器を用いた取り組み実績、病診連携に

関すること、および歯科診療の課題についての全

15項目であった。令和４（2022）年12月２日に調

査票を発送し、令和５（2023）年１月13日を締め

切りとして回収を行った。 

 わが国の離島に存在するすべての歯科医院 297

施設に対して調査票を送付した。送付した施設の内

訳は、公的施設が68、民間施設229施設であった。

回収は、全体として146施設（公的43施設：回収

率63.2％、民間103施設（45.0％））であった。 

 本調査は、自治医科大学の倫理審査委員会の審

査・承認を得て実施された（承認番号：臨大22-131）。 
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Ｃ．研究結果 

 回答があった146施設についての結果は、以下の

とおりであった。 

 

１．歯科診療所の属性 

 歯科診療所の所在地については、「全部離島」と

回答した施設が最も多く125施設（92.6％）であっ

た。 

 歯科診療所の開設者については、「個人」が最も

多く79施設（54.9％）であった。次いで「市町村」

40施設（27.9％）、「医療法人」21施設（14.6％）

であった。ひと月の平均診療日数は、19.9日（最小

値3日-最大値27日）であった。 

 歯科診療所の診療曜日については、土曜日の午後

に診療している歯科診療所は、43 診療所（33.3%）

であった 。また少数ではあったが、日曜・祝日に

診療している歯科診療所が存在した。 

 常勤歯科医師数、および常勤歯科衛生士数の平均

値は、それぞれ1.2人、および1.6人であった。一

方、非常勤歯科医師数、および非常勤歯科衛生士数

の平均値は、それぞれ1.2人、および0.9人であっ

た。 

 歯科診療所の標榜科目については、「歯科一般」

と回答した診療所が最も多く142診療所（97.3%）

であった。ついで小児歯科54施設（37.0％）、歯科

口腔外科33施設（22.6％）であった。 

 

２．院長の属性 

 院長の性別については、男性が133人（93.7%）

と多かった。平均年齢は、58.1 歳（最小値 26 歳-

最大値84歳）であった。院長としての勤務年数の

平均値は20.6年であり、最も長い勤務年数は60年

であった。 

 院長として勤務する前に 当該離島に生活歴があ

ったとした者は65人（45.8%）であった。専門医の

資格を持つ者は少なく「口腔外科専門医」が３名

（2.1%）であった  

 

３．歯科診療状況 

 特定日（令和４年12月７日（水曜日））の診療件

数について質問した。 

 年齢区分別の患者数は「18歳から64歳」の者が

最も多く、平均で10.7人（最小値０人-最大値190

人）であった。ついで「65歳以上」の者（平均9.7

人）、「18歳未満」の者（平均1.9人）であった。 

 外来の種類別では、初診患者3.5人 （最小値０

人-最大値70人）、再診患者18.3人（最小値0人-

最大値190人）であった。 

 外来内容の種類別にみると、「通院」が最も多く

平均値21.4人（最小値０人-最大値260人）であっ

た。「訪問診療」は、わずかに0.9人（最小値0人

-最大値35人）であった。オンライン診療の実績は、

皆無であった。 

 

４．歯科診療所の施設基準 

 歯科診療所の施設基準については「歯科治療時医

療管理料」が最も多く45診療所（30.8%）であった。

ついで「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」

18施設（12.3%）、「在宅患者歯科治療時医療管理料」

14施設（9.6%）等であった。 

 
 

５．電話や通信機器を用いた取り組みの実績 

 電話や通信機器を用いた取り組みの実績につい

ては、「新型コロナウイルス感染症拡大に対しての

電話や通信機器を用いた診療」、および「オンライ

ンによる病院歯科や専門医へのコンサルテーショ

ン」は、それぞれ４施設（2.7%）と少なかった。一

方、「歯科医師会主催の研修会や専門学会などへの

オンライン参加」は81施設（55.5%）、「歯科医師会

などとのテレビ会議」61施設（41.8%）であり、約

半数の歯科診療所においてオンライン研修やオン

ライン会議への参加がみられた。 

 
 

６．病診（診診）連携 

 過去一ヶ月間に「周術期口腔機能管理」と関連し

た歯科診療行為を算定した診療所は、22 施設

（15.8%）であった。また、過去一ヶ月間に「診療
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情報提供料（１）」を算定した歯科診療所は83施設

（58.9%）であった 。 

  

７．離島歯科診療の課題 

１）継続的な歯科診療を可能とする取り組み 

 継続的な離島歯科診療が可能となるための取り

組みとしては、「離島勤務できる歯科衛生士の人材

育成と確保」103施設（70.5%）が最も大きかった。

ついで「離島勤務ができる歯科医師の人材育成と確

保」77施設（52.7％）、「代診を依頼することができ

るシステムの確立」50施設（34.2％）等であった。 

 

２）各歯科診療所の課題 

 対象となった各歯科診療所の課題としては、「歯

科衛生士が確保できない」66施設（45.2％）であっ

た。ついで「歯科診療所を継承してくれる歯科医師

がいない」52施設（35.6％）、「容易に休暇がとれな

い」51施設（34.9％）、「要介護高齢者や障害者（児）

への歯科診療に対する不安がある」46施設（31.5％）

等であった。 

 

 

３）自治体が実施する歯科保健活動への参加 

 島内の自治体が実施する歯科保健活動への参加

については、「学校歯科健康診断」が最も多く 115

施設（78.8%）であった。ついで「乳幼児歯科健康

診査、妊産婦歯科検診などの母子歯科保健事業」100

施設（68.5％）、「成人式健康診査（歯周病検診や後

期高齢者歯科検診）」91施設（62.3％）等であった。 

 

８．自由回答 

 自由回答欄には様々な意見があった。自由回答を

大きくまとめると、 

・歯科衛生士の確保が困難であること、 

・歯科医師自身が高齢であり、継承問題を抱えてお

り、将来が不安であること、 

・安定した診療歯科診療体制を継続するためには、

保険診療の各種制限の緩和が必要、 

・行政との連携の重要性、  

・歯学部からの歯科医師派遣体制、 

・歯科医療体制を構築するためには、島民とのコミ

ュニケーションが必要、 

等であった。 

 

Ｄ．考察 

 全国の離島にある全 297 歯科診療所に対して調

査を依頼し、146歯科診療所から回答を得て分析を

行った。その結果、離島歯科診療所の取り組み、お

よび歯科診療の現状が明らかなった。コロナ感染症

拡大を機としたオンライン診療や歯科相談の実績

は小さかった。また、継続的な歯科診療を可能とす

る取り組みは、歯科衛生士、および歯科医師の育成

と確保、および代診を可能とするシステムの確立が

あげられた。各歯科診療所における課題は、継続的

な歯科診療を可能とする取り組みと関連しており、

歯科衛生士、および歯科医師の確保が困難、および

容易に休暇がとれないことがあげられていた。 

 本調査の対象である院長の平均年齢は58.1歳で

あり、全国の診療所勤務の歯科医師の平均年齢

54.3歳と比較して高かった５）。本調査では、35.6％

の者が「歯科診療所を継承してくれる歯科医師がい

ない」と回答していた。診療所勤務の歯科医師は、

地理的な偏在は改善しているものの、人口の少ない

町村で働く歯科医師数は減少していることが報告

されている６）。また島根県の山間部では、無歯科医

村が広がり、歯科医療サービスを受けられない者が

増加することが予想されている７）。今後、離島部の

歯科診療所においても、院長（歯科医師）の継承問

題が顕在化し、歯科医療サービスを受けることが困

難となる離島民が増加することが予想された。 

 コロナ感染症の拡大を機に、オンラインによる歯

科診療は期待されているものの実績は小さく８）、歯

科診療の特殊性から口腔粘膜疾患が主体であるこ

とが示されている９）。本調査では、電話や通信機器

を用いた診療、およびオンラインを通じた専門医へ
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のコンサルテーションは小さかったが、歯科大学や

歯科医師会の積極的な支援を得ることで専門医へ

のコンサルテーション等の活用の可能性が高まる

ことが期待できる。ただし、自由回答では「光回線」

が欲しいとの意見がみられるなど、離島におけるイ

ンフラ整備も必要である。 

 離島歯科診療所では、歯科衛生士の確保が大きな

課題として取り上げられた。歯科衛生士の需要は、

全国的に高まっているにもかかわらず、人材確保が

困難な状況が示されている 10）。また、歯科衛生士の

継続した就業には、仕事への満足度が要因としてあ

げられており、継続したキャリア教育の必要性が示

されている 11）。離島歯科診療所という限定的な環

境においても、歯科治療のみならず定期健診や歯周

疾患管理を中心とした活動実績を通じて離島民の

歯科保健行動や口腔内の変化が報告されている３）

４）。歯科衛生士の継続勤務を支えるワークライフバ

ランスや待遇の改善とともに、歯科衛生士としての

仕事の満足度を高める魅力ある歯科診療サービス

の展開、継続したキャリア教育の支援等が必要と思

われた。 

 臨床歯科医に対する就業地希望の調査によると、

就業先の選択には出身地志向が強いことが示され

ている 12）。歯科医師の人材確保にも共通する取り

組みとなるが、離島あるいは離島を保有する自治体

出身の歯科・歯科衛生士学生や臨床研修医に対して

奨学金を付与する等、地元で勤務しやすい支援も一

案かもしれない。さらには、自由回答では、歯学部

や歯科医師会からの人材派遣が行える制度の設置

等、市場原理に任せるだけの歯科専門職の配置のみ

では、離島部における歯科専門職の人材確保が難し

いことが伺えた。 

  

Ｅ．結論 

 離島歯科診療所を対象とした調査を実施した結

果、離島歯科診療所の取り組み、および診療の現状

が明らかなった。コロナ感染症拡大を機に展開が期

待されたオンライン診療の実績は小さかった。離島

歯科診療における課題は、歯科衛生士、および歯科

医師の人材育成と確保があげられた。 
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1．論文発表 
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2．学会発表 
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令和４年度 分担研究報告書 

 

離島住民の医療への受け止めに関する研究 
 

研究分担者 小谷 和彦  自治医科大学地域医療学センター 地域医療学部門 教授 

研究協力者 岡田  基  旭川医科大学救急医学講座 教授 

  研究協力者 小泉 圭吾  鳥羽市立神島診療所 所長 

研究協力者 寺裏 寛之  自治医科大学地域医療学センター 地域医療学部門 助教   
 

研究要旨 

【目的】離島住民の医療に対する受け止めを調査し、住民からみた医療に関する課題について検討す

る。 

【方法】全国の 7つの離島において、住民を対象に質問票による調査を行った。2023 年２月～３月を

調査期間とし、質問票を配布した（総配布数は 3790 枚）。調査では、属性（性別、年代、居住年数、

医療機関の受診状況）、受診時に困った経験、オンライン診療を含む遠隔医療の必要性、島の診療に対

する満足度、希望する医療体制について質問した。全ての質問に回答した者を分析対象にした。また、

対象者を年齢で 70歳未満と 70歳以上に分けて比較した。 

【結果】質問票の回収率は 15.8％であった。対象者は 442 人（回答率 11.7％、男性 47.5％、70 歳以

上 38.0％、島内受診者 42.3％/島外受診者 31.2％）であった。受診時の困った経験は 59.0％にみられ

た。その内訳では、救急受診に関することが最多（51.0％）であった。オンライン診療を含む遠隔医療

が必要であるとする回答は 79.2％にみられた。また、2.5％が、実際にオンライン診療を受けていると

回答した。島の診療に対する満足度については、満足とする回答は 15.8％で、どちらかといえば満足

とする回答は 37.6％で、あわせて 53.4％であった。希望する医療体制では、救急搬送の充実が最多

（54.5％）であった。この他に、看取りの体制や医療を身近に感じられる環境への希望もみられた。 

対象者の年齢を 70歳未満（男性 41.2％、島内受診者 30.7％/島外受診者 33.2％）と 70歳以上（男

性 57.7％、島内受診者 61.3％/島外受診者 28.0％）に分けると、受診時の困った経験は、70歳以上群

（49.4％対 65.0％）のほうが低かった。その内訳については、救急受診に関することが最多（70歳以

上群；53.7％対 49.7％）であったが、年齢の影響はみられなかった。オンライン診療を含む遠隔医療

を必要とする回答は多く、年齢の影響は大きくなかった。（70歳以上群；75.0％対 81.7％）。診療に対

する満足度では、70歳以上群（61.3％対 48.5％）のほうが、満足～どちらかといえば満足であるとの

回答が多かった。希望する医療体制では、年齢にかかわらず救急搬送の充実が最多であったが、これ

は 70歳以上群のほうで低かった（42.3％対 62.0％）。 

【結論】住民調査の結果から、島内の医療機関は定期的な通院先として、また、健康問題発生時への対

応先として重要であることがあらためて伺えた。離島医療に満足とする回答は半数超であることを踏

まえて、医療の一層の充実は求められる。特に、救急医療は住民の関心事であり、救急医療体制の対策

はなお検討を要する。オンライン診療を含めた遠隔医療の発達もまた期待される。同時に、看取り体

制のような終末期医療のニーズもみられている。これらの結果は、住民の声を交えた離島医療づくり

の資料として有用な情報になる。 

Ａ．研究目的 

海に囲まれた地理的条件、資源の限定、気象に影

響される本土との往来といった環境にある離島に

暮らす住民の医療に対する受け止めはどのようで

あろうか。本研究では、離島住民の医療に対する受

け止めについて調査した。翻って、住民からみた離

島医療に関する課題について考察した。 

 

Ｂ．研究方法 

東日本～西日本の7つの離島の住民（成人）を対
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象に質問紙（無記名自記式）を配布（総配布数3790）

して調査を行った。調査票の回収は郵送で行った。

調査期間は2023年 2月～3月までとした。 

調査票では、属性（性別、年代、島名、島の居住

年数、医療機関の受診状況）、受診時に困った経験、

オンライン診療を含む遠隔医療の必要性、島の診療

に対する満足度、希望する医療体制について問うた。

完全回答者を分析の対象にした。また、対象者を年

齢で 70 歳未満と 70 歳以上に分けて比較分析を行

った。 

 

（倫理面への配慮） 

自治医科大学倫理審査委員会の承認(臨大 22-

169)を得て調査を行った。また、対象となった島の

行政機関あるいは医療機関と合議の上で行った。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 回答者の属性 

 対象者は 442 人（回答率 11.7％）であった。男

性の割合は 47.5％であった。離島の居住年数の中

央値は 60 年で、70 歳以上の割合は 38.0％であっ

た（表1-1）。 

 

表 1-1 回答者の年代別内訳 

年代 n (%) 

 20-39歳 23 ( 5.2) 

 40-49歳 46 (10.4) 

 50-59歳 68 (15.4) 

 60-69歳 137 (31.0) 

 70-79歳 103 (23.3) 

 80歳以上 65 (14.7) 

  70歳未満 274 (62.0) 

  70歳以上 168 (38.0) 

n=442 

 受診先について尋ねたところ、「島内の医療機関

にのみ定期的に通院している」回答は 42.3％にみ

られた。また、「島外の医療機関にのみ定期的に通

院している」との回答は 31.2％であった。健康問

題発生時（有事）に島内医療機関を受診するとの回

答は 25.8％にみられた。定期受診先が島内である

と回答した割合は、70歳以上群（61.3％）のほうが

70歳未満群（30.7％）よりも高く、有事の受診につ

いては、70歳以上群（10.7％）よりも70歳未満群

（35.0％）に多かった（表1-2）。 

 

表 1-2 医療機関の受診先 

 
全体,  

n=442 

70歳未満, 

n=274 

70歳以上, 

n=168 

P値 

定期受診先が 

島内である 

187 

(42.3) 

84 

 (30.7) 

103 

(61.3) 

<0.01 

定期受診先が 

島外である 

138 

(31.2) 

91 

 (33.2) 

47 

(28.0) 

 

有事に島内医療

機関を受診する 

114 

(25.8) 

96 

(35.0) 

18 

(10.7) 

 

受診歴なし 3 

 (0.7) 

3 

 (1.1) 

0 

 (0.0) 

 

P値：70歳未満群と70歳以上群との比較。フィッシャーの

正確確率検定。 

 

2. 受診の際の困った経験 

 これまでに医療機関を受診しようとした際の困

った経験の有無を尋ねたところ、59.0％があると回

答した（表2）。困った経験で上位に挙がったのは、

救急受診に関すること(51.0％）、島外の通院に関す

ること(39.0％）、専門医受診に関すること(19.3％）

であった。 

 年齢による比較では、70歳以上群(49.4％）のほ

うが70歳未満群(65.0％）よりも困った経験を持つ

回答は有意に低かった。その経験としては、両群と

もに救急受診に関することが最も多かった。専門医

療の受診については、70歳以上群(11.0％）のほう

が70歳未満群(23.2％）よりも低かった。 

 

表2 受診の際に困った経験 

 全体, 
n=442 

70歳未満, 
n=274 

70歳以上, 
n=168 

P値 

受診時に困った経験あり：人数 (％) 

 261 (59.0) 178 (65.0) 83 (49.4) <0.01 

困った経験(上位）* 

救急受診 132 (51.0) 88 (49.7) 44 (53.7) 0.56 

島外への通院 101 (39.0) 65 (36.7) 36 (43.9) 0.27 

専門医受診 50 (19.3) 41 (23.2) 9 (11.0) 0.02 

P値：70歳未満群と70歳以上群との比較。カイ二乗検定。

*複数回答 

 

3. 遠隔医療の必要性 

 オンライン診療を含む遠隔医療が離島で必要で

あるとの回答は79.2％にみられた（表3）。この必

要性については、70 歳以上群(75.0％）と 70 歳未

満群(81.7％）との間に有意な差は認められなかっ

た。 
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表 3 オンライン診療を含む遠隔医療の必要性 

 全体,  

n=442 

70歳未満, 

n=274 

70歳以上, 

n=168 

P値 

必要 350 (79.2) 224 (81.7) 126 (75.0) 0.24 

不要 81 (18.3) 44 (16.1) 37 (22.0)  

すでに使用 11 ( 2.5) 6 ( 2.2) 5 ( 3.0)  

P 値：70 歳未満群と 70歳以上群との比較。フィッシャー正

確確立検定。 

 

 オンライン診療を必要としないとする回答者に

対して、医師から勧められた場合にそれを使用する

かどうかを問うたところ、48.1％が使用すると回答

した。この回答については、70 歳以上群(43.2％）

と70歳未満群(52.3％）との間に有意な差は認めら

れなかった(P=0.42）。 

 

4. 診療に対する満足度 

 「満足」との回答は15.8％、「どちらかといえば

満足」は37.6％、「どちらかといえば不満」は29.2％、

「不満」は17.4％であった。70歳以上群(61.3％）

のほうが70歳未満群(48.5％）よりも、「満足」、「ど

ちらかといえば満足」との回答は高く、「不満」は

低かった(表4）。 

 

表 4 診療に対する満足度：全体 

 全体,  

n=442 

70歳未満, 

n=274 

70歳以上, 

n=168 

P値 

満足している 70 (15.8) 32 (11.7) 38 (22.6) <0.01 

どちらかと 

いえば満足 

166 (37.6) 101 (36.8) 65 (38.7)  

どちらかと 

いえば不満 

129 (29.2) 80 (29.2) 49 (29.2)  

不満である 77 (17.4) 61 (22.3) 16 (9.5)  

P値：70歳未満群と70歳以上群との比較。カイ二乗検定。 

 

5. 住民が希望する医療体制 

 希望する医療体制で最も多かったのは、救急搬送

の充実であった(54.5％）。年齢による比較では、救

急搬送の充実の希望は、70歳以上群(42.3％）のほ

うが70歳未満群(62.0％）よりも低かった。また、

島での生活時間の延伸、すなわちできる限り島で暮

らすこと(70歳以上群；31.0対8.0）と、生涯同じ

医師に診てもらうことを希望(70歳以上群；8.3対

3.7）する割合は、70 歳以上群のほうが 70 歳未満

群よりも高かった(表5）。 

この希望に関しては自由記載も得たが、救急船の

配備の希望が複数みられた。その他に、看取り体制

や医療を身近に感じられる環境（医師の常駐を含む）

に関するニーズもみられた。 

 

表 5 島の医療に希望すること：年齢による比較 

 全体,  

n=442 

70歳未満, 

n=274 

70歳以上, 

n=168 

P値 

救急搬送の

充実 

241 (54.5) 170 (62.0) 71 (42.3) <0.01 

島での生活

時間の延伸 

74 (16.7) 22 (8.0) 52 (31.0)  

健康寿命の

延伸 

55 (12.5) 40 (14.6) 15 (8.9)  

生涯同じ医

師に診ても

らうこと 

24 (5.4) 10 (3.7) 14 (8.3)  

島民の長寿 10 (2.3) 6 (2.2) 4 (2.4)  

その他 38 (8.6) 26 (9.5) 12 (7.1)  

P値：70歳未満群と70歳以上群との比較。カイ二乗検定。 

 

Ｄ．考察 

今回、離島医療に対する住民の受け止め方を調査

した。この種の調査は希少で、貴重な機会となった。

まず、島内の医療機関は、住民の定期的な通院先と

して、そして、定期的でなくても健康問題発生時へ

の対応先として重要であることがあらためて伺え

た。 

受診の際に困った経験は少なからずみられ、多く

は救急受診に関することであった。その具体までは

不詳であるが、医療体制への希望を問うたパートで

も、救急搬送の充実やならびに自由記載では救急船

の配備が挙げられている。このことから、離島医療

の救急医療体制については、これまでもその整備は

進められてきたが、依然として重要なテーマである

ことが分かる。人的資源や医療設備などの物的資源

の限界、そして本土との連携体制に鑑みて、今後さ

らに検討していく必要がある。 

 オンライン診療を含めた遠隔医療については、約

８割の住民が離島医療に必要であると回答した。必

要性を是とする割合が高いこと、また年齢層によら

ずそれを支持する回答がみられた点は特筆される。

昨今、離島医療でのオンライン診療の有用性が報告

されつつある 1,2)。島内に医師が不在の場合でも、

例えば、定期通院者の異変時には看護師が患者宅へ
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向かい、医師とのビデオ通話によって診療ができ

(Doctor to Patient with Nurse）、本土への搬送

が迅速に判断される 1)。また、専門的な治療に関し

て、例えば島内に専門医がいない場合に、本土の専

門医とビデオ通話や検査画像の共有によって連携

して治療できる（Doctor to Patient with Doctor）
2)。慢性疾患に加えて、救急医療においても、住民

のオンライン診療に対する期待は大きいと考えら

れた。 

 本調査では、離島医療に対して満足～どちらかと

いえば満足との回答は半数超にみられた（島によっ

てその幅が若干みられる）。これについては、比較

になる既報はなく、明確なことは言えないが、いず

れにしても、医療の充実が一層求められるところで

ある。 

 70 歳以上群と 70 歳未満群との比較では、70 歳

未満群で受診時に困った経験や救急搬送の充実を

求める回答は多かった。一般的に、若年者は通院す

るような持病が少なく、急な健康問題発生時に困る

こともあると想像される。これらの困りごとの経験

は、離島医療の満足度に関連する可能性もある。 

 全般を通して、救急医療や遠隔医療の話が多く挙

げられたが、医療の希望として、看取り体制や医療

を身近に感じられる環境などへのニーズが回答さ

れている点にも留意したい。例えば、高齢者の救急

医療では、今日、アドバンス・ケア・プランニング

の推進や島での介護を含めた地域包括ケアの構築

との関係性が重要になっている。救急対応に止まら

ず、日頃からの準備や行政機関・医療機関との協議

なども、一層必要になっていると思われる。 

なお、調査は離島の一部の医療機関を対象として

おり、また、受診していない住民からの回答が少な

く、そして回収率は必ずしも高くない。結果の解釈

や一般化には留意が必要と考えられる。 

 

Ｅ．結論 

島内の医療機関は住民の定期的な通院先として、

そして、定期的でなくても健康問題発生時への対応

先として重要であることがあらためて伺えた。離島

医療に満足とする回答は半数超であることを踏ま

えて、医療の一層の充実は求められる。特に、救急

医療は住民の関心事であり、救急医療体制の対策は

なお検討を要する。オンライン診療を含めた遠隔医

療の発達もまた期待される。同時に、看取り体制の

ようなニーズにも配慮を要する。これらの結果は、

住民の声を交えた離島医療づくりに役立ち得る。 

 

参考文献 

1) 小泉圭吾, 小谷和彦. 離島におけるオンライ

ン診療の実際. 医療と検査機器・試薬. 46; 58-

61. 2023. 

2) Hiu T, Ozono K, Kawahara I, et al. Efficacy 

of the drip and ship method in 24-h 

helicopter transportation and teleradiology 

for isolated islands. Neurol Med Chir 

(Tokyo). 59; 504-510. 2019. 

 

謝辞 

本研究の実施にあたっては、山城啓太先生(沖縄

県立南部医療センター・こども医療センター）、村

尾公太郎先生(利尻島国保中央病院）にご協力いた

だいた。ここに深く感謝の意を表する。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

なし 

2．学会発表 

 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 



- 34 - 

 厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

令和４年度 分担研究報告書 

 

離島における本土医療機関へのアクセシビリティ評価に向けた基礎的分析 
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研究代表者  小谷 和彦 自治医科大学地域医療学センター地域医療学部門 教授 

 

研究要旨 

 離島は海に囲まれ、医療資源が限定的で、移動には気象状況等の影響も受けるため、本土との医療

連携が特徴的課題として取り上げられてきた。すなわち、本土医療とのアクセシビリティ評価は重要

である。 

今回、東京、中国・四国、九州、沖縄地域を対象に、離島の地理的条件を同一条件で計測し、アク

セシビリティを推測する基礎的分析を行なった。１）本土と道路で繋がっておらず、２）人口が１人

以上いる島で、３）島が含まれる地理情報システム上の 500m メッシュ以内に本土が含まれていないと

いう条件を満たす島を離島と定義し、人口、面積、医療機関：病院／診療所の有無、有の場合は標榜

診療科、本土あるいは最近隣病院までの離島端部からの直線距離、（一部の離島では）三次救急病院

までの離島端部からの直線距離を計測（近接情報計算）した。  

各離島の医療機関と本土との距離との関係を基本情報で定量的に示すことが出来た。人口が多く、

本土までの距離が短い離島に、病院は存在し、人口が非常に少なく、本土までの距離が短い離島には、

病院も診療所もないことが見て取れた。診療所は人口が少ないところに存在するが、本土までの距離

に関しては、非常に離れている所にもあることが見て取れた。今後、このアクセシビリティの程度と

医療連携への影響について、変数を増やして検討したい。 

 

Ａ．研究目的 

離島の医療を担保することは、居住する国民の生

活を保証し、医療提供の公平性に資する。離島は海

に囲まれ、医療資源が限定的で、気象状況に移動が

影響されることもあり、本土との医療連携が特徴的

課題として取り上げられてきた。そこで、離島医療

のアクセシビリティを評価することが必要と考え

られる。今回、離島の地理的条件を同一条件で計測

し、アクセシビリティを推測する基礎的分析を行う

ことにした。 

 

Ｂ．研究方法 

東京都の島、中国地方（兵庫県、鳥取県、島根県、

岡山県、広島県、山口県）の島、四国地方（香川県、

徳島県、愛媛県、高知県）の島、九州地方（福岡県、

佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、宮崎県、鹿児島

県）の島、沖縄県の島を対象にして分析を行った。

地理情報システム（Geographical Information 

System：ArcGIS pro）を使用して、以下の条件を満

たす島を離島と定義して分析を行った（図１）； 

１）本土と道路で繋がっていないこと、２）人口が

１人以上いる島、３）島が含まれる地理情報システ

ム上の500m メッシュ以内に本土が含まれていない

こと。 

 500ｍメッシュは国土数値情報等で人口が集計さ

れている地図上に格子状に表示される単位である。

隣接する島と同一の人口メッシュに含まれている

場合は、隣接する複数の島を１つの島として計測を

図１ 離島の定義の概略 
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行った。また、２つの地方に重複する離島は、どち

らの地方でも分析を行った。  

離島と判定された島について、人口、面積、医療

機関の有無（病院／診療所）、その有の場合には標

榜診療科を統計情報から収集した。人口は2020年

国勢調査の値を用いた。 

離島から本土までの距離、また医療機関までの距

離の計測については、離島端部から最近隣病院まで

の直線距離、（一部の離島について）三次救急医療

機関までの距離を計測した。GISの近接情報計算を

用いて、最近隣病院、三次救急医療機関の住所情報

から座標を設定し、離島端部までの最短直線距離を

計測した。ここでは、医療機関受診者の行動として、

日常的な病院利用と緊急時の医療機関利用を想定

した。なお、沖縄地方の評価については沖縄本島を

基準とした。 

 

（倫理面への配慮） 

自治医科大学医学系倫理審査委員会の審査（臨大

22-138）、ならびに宇都宮大学研究倫理審査委員会

の審査（H22－0107）を受け、承認を得て行った。  

 

Ｃ．研究結果 

計測の結果、東京地方の離島：13、中国・四国地

方：113、九州地方：106、沖縄地方：46の離島を抽

出した。ただし、２つの地方の間にある離島は、ど

ちらの地方でも計測を行いカウントしているため

一部重複があった。表１に、東京地方の計測・集計

結果を例示する（三次救急病院までの距離も含む）。 

離島と判断された278箇所のうちで、病院も診療

所も設置されていなかったのは91箇所、診療所の

みが設置されているのは161箇所、島内に病院が設

置されているのは26箇所であった。 

離島と本土までの距離について、医療機関の有無

のグループごとに結果を概観すると、島内に医療機

関が存在しないグループは、平均45.1km程度、最

小で0.2km、最大で415.5km程度本土から離れてお

り、人口は平均で75人、最小で1人、最大で1,725

表１ 東京都の計測結果 
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人が居住していた。島内に診療所のみが存在するグ

ループは、本土から平均89.1km、最小0.4km、最大

1,737.4km 程度離れており、人口は平均で 655 人、

最小9人、最大7,102人が居住していた。島内に病

院が存在するグループは、本土から平均 146.6km、

最小1.1km、最大451.4km程度離れており、人口は

平均で18,935人、最小53人、最大57,510人が居

住していた。 

人口が多く、本土までの距離が短い離島に、病院

は存在し、人口が非常に少なく、本土までの距離が

短い離島には、病院も診療所も無いことが見て取れ

た。診療所は人口が少ないところに存在するが、本

土までの距離に関しては、非常に離れている所にも

あることが見て取れた（図２）。 

 

日常的な病院利用を想定した最寄り病院と離島

との距離について、医療機関のないグループと診療

所のみが存在するグループで結果を概観すると、島

内に医療機関が存在しないグループでは、平均

12.1km程度、最小で0.9km、最大で57.2km程度の

距離であり、島内に診療所のみが存在するグループ

は、平均47.5km、最小0.4km、最大1,670.3km本土

から離れていた。 

 

Ｄ．考察 

 離島の医療へのアクセシビリティを評価するた

めの地理空間的な基礎的分析を行った。各離島を基

本情報で定量的に示すことが出来、離島の病院や診

療所が設置されている状況も見て取れた。 

今後、以下の変数を取り込んで、アクセシビリテ

ィの程度をさらに評価する；船舶の欠航率、近隣離

島で医療機関設置のある離島との連携、ドクターヘ

リ等の空路搬送時の出動不可比率（風速、視界、降

水量、日射時間等）。 

 

Ｅ．結論 

離島の医療へのアクセシビリティを評価するた

めの地理空間的な分析を行った。今回の基礎的な分

析に加えて、今後航路や天候による欠航、本土との

医療連携変数を使用して、現実に近しい評価法の改

良をさらに行う。 
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図２ 人口と本土までの距離の関係 
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